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序     文 
 

ベトナム社会主義共和国政府は 1986 年のドイモイ政策開始以降、市場経済化への移行を進め

ており、さまざまな開放政策の一環として市場経済化に対応する法制度の整備を進めています。

1992 年の憲法制定以降、1990 年代には多くの法律が整備されましたが、基礎的法理論・立法技術

の未発達や計画経済的思考からの移行途上にあったこともあり、この時期に制定された多くの法

律が短い期間での大幅改定を余儀なくされるなどの課題を抱えていました。これを受け、ベトナ

ム社会主義共和国政府は 2000 年から 2002 年にかけて「包括的法制度整備ニーズ・アセスメント」

を実施し、当国の法整備・司法分野全体の問題点の洗い出しを行ったうえでその改善に向けた具

体的方策の整理を行ってきました。こうした流れのなかで、ベトナム社会主義共和国共産党中央

委員会政治局は 2005 年に相次いで 2 つの重要な決議を発表しました。そのうち第 48 号決議「法

制度整備戦略」は近代的な法治国家への転換と市場経済体制の確立をめざした 2020 年までのベト

ナム法整備及び法運用・法執行体制改善のための戦略を示しており、第 49 号決議「司法改革戦略」

は同じく 2020 年までのベトナム社会主義共和国司法制度改革の戦略を示しています。 
こうしたなか、本分野においてこれまで 10 年以上にわたり継続的に支援を行ってきたわが国

に対し、更なる協力の継続、特に法律運用・執行体制の構築について協力の要請がなされ、日本

側関係政府機関間で慎重な検討を行った結果、協力実施が 2006 年 10 月に決定されました。 
国際協力機構は 2007 年 2 月に事前評価調査団を派遣し、実務の改善に向けた中央当局からの

支援体制の整備に支援の軸足を置きつつ、実務上の課題からのフィードバックを意識した関連法

令の改正・起草支援、法曹養成支援を包括的に取り込んだ支援を行うことをベトナム社会主義共

和国関係機関と合意しました。その後 2007 年 3 月に討議議事録（R/D）を締結し、本プロジェク

トは 2007 年 4 月から 2011 年 3 月までの 4 年間の予定で開始しています。 
本報告書は、プロジェクトの開始から 2 年が経過し、折り返し地点を迎えたところ、個々の活

動の進捗状況を確認し、プロジェクト終了までの活動計画をレビューするとともに、プロジェク

ト目標及び成果の達成見込み、中間時点での 5 項目評価の見通しを調査することを目的に、カウ

ンターパート機関との協議及び現地視察を行い、その結果について取りまとめたものであり、今

後の本プロジェクトの実施にあたり、広く活用されることを願うものです。 
終わりに、これらの調査にご協力とご支援を頂いた内外関係各機関の方々に心から謝意を表す

るとともに、引き続き本プロジェクトに対する支援をお願い申し上げます。 
 

平成 21 年 7 月 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ベトナム社会主義共和国 案件名：法・司法制度改革支援プロジェクト 

分野：ガバナンス（法・司法） 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 法・司法課  協力金額（評価時点）：約 3.9 億円 

（R/D）2007 年 3 月 30 日 先方関係機関：司法省、最高人民裁判所、最高

人民検察院 
協力期間 協力期間 

2007 年 4 月 1 日～2011 年 3 月

31 日（4 年間） 

日本側協力機関：法務省法務総合研究所、最高

裁判所、日本弁護士連合会他 

１－１ 協力の背景と概要 

ベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）政府は 1986 年のドイモイ政策開始以

降、市場経済化への移行を進めており、さまざまな開放政策の一環として市場経済化に対応す

る法制度の整備を進めてきている。1992 年の憲法制定以降、1990 年代には多くの法律が整備さ

れたが、基礎的法理論・立法技術の未発達や計画経済的思考からの移行途上にあったこともあ

り、この時期に制定された多くの法律が短い期間での大幅改定を余儀なくされるなどの課題を

抱えていた。これを受け、ベトナム政府は 2000 年から 2002 年にかけて「包括的法制度整備ニ

ーズ・アセスメント」をわが国を含むドナーの全面的支援により実施し、当国の法整備・司法

分野全体の問題点の洗い出しを行ったうえでその改善に向けた具体的方策の整理を行ってき

た。こうした流れのなかで、ベトナム共産党中央委員会政治局は 2005 年に相次いで 2 つの重要

な決議を発表した。そのうち第 48 号決議「法制度整備戦略」は近代的な法治国家への転換と市

場経済体制の確立をめざした 2020 年までのベトナム法整備及び法運用・法執行体制改善のため

の戦略を示しており、第 49 号決議「司法改革戦略」は同じく 2020 年までのベトナム司法制度

改革の戦略を示している。 
ベトナムの法制度・司法制度改革に向けた政策が明確にされる一方で、ベトナムにおける法

制度・司法制度の改革の実現性に向けて解決しなければならない課題は引き続き多い。立法分

野においては、依然として法令の不明確性、非効率性、法令間の齟齬（そご）などが見られる。

司法分野においては、法曹三者（検察官、裁判官、弁護士）とも特に地方レベルにおいて制定

された法律内容が十分に理解・普及されておらず、また裁判実務能力が不十分なレベルの人材

が多く、依然として不適切な裁判が行われている状況である。 
こうした状況を背景に、これまで 10 年にわたり本分野で支援を実施してきたわが国に対し協

力の継続が要請され、先方と協議を重ねた結果、実務の改善に向けた中央当局からの支援体制

の整備に支援の軸足を置きつつ、実務上の課題からのフィードバックを意識した関連法令の改

正・起草支援、法曹養成支援を包括的に取り込んだ支援を行うことで合意し、2007 年 4 月から

2011 年 3 月までの 4 年間の予定で「法・司法制度改革支援プロジェクト」を開始した。  
本プロジェクトは、パイロット地区であるバクニン省（ハノイより車で 1 時間程度、人口 100

万人程度）において現場における実務上の問題の発掘・解決策検討等を通じた経験を蓄積し〔成

果１（コンポーネント１）〕、中央機関においてそうした経験を集約し、中央機関が地方の司法



機関職員の実務能力向上のための指導・支援体制の確立を進める〔成果２（コンポーネント２）〕

とともに、こうした実務的な経験や教訓を反映する形で民事関連法令や刑事訴訟法等の制定・

改正〔成果３（コンポーネント３）〕や法曹養成機関におけるカリキュラム・テキストの改善に

ついても支援を行う〔成果４（コンポーネント４）〕ものである。ベトナム法整備分野に対する

これまでの支援の系譜を踏まえつつ、近年のベトナム側の法整備・司法改革に係る政策との整

合性を確保しながら、上記 4 つのコンポーネント間の有機的つながり及び複数の協力機関との

包括的協力関係構築を特徴とした協力枠組みの形成を図っている。 
 
１－２ 協力内容 
（1） 上位目標 

ベトナム全土で、裁判及び執行が、公平かつ説得力があり、透明で適切かつ一貫性のある

ものとなる。 
 
（2） プロジェクト目標 

バクニン省（パイロット地区）において、司法補助機関の業務及び判決、執行実務に関す

る能力の改善に関する経験を蓄積するとともに、その蓄積された経験を中央の司法機関、弁

護士連合会が吸収、分析して活用し、これにより、中央司法機関や弁護士連合会の判決、執

行実務を支援する体制を改善し、その地方組織に対する指導、助言及び支援能力が改善され

る。 
 
（3） 成 果 

成果１（コンポーネント１） 
バクニン省（パイロット地区）における地方司法機関及び司法関連機関の裁判官、検察

官、弁護士及び司法関連職員の裁判、執行実務の能力が改善され、同地区においてそのよ

うな能力の改善に関する経験が蓄積される。 
- 地方の裁判官の刑事、民事裁判における訴訟手続の実施技能及び判決書作成技能が改

善される。 
- 地方の検察官の訴追及び刑事訴訟手続の技能が改善される。 
- 地方の弁護士の民事・刑事訴訟手続の技能が改善される。 
- 地方の公証人が新しい公証実務の知識を獲得する。 
- 地方の不動産登記官が新しい不動産登記制度の知識を獲得する。 
- 地方の戸籍登記官が新しい戸籍登録制度の知識を獲得する。 
- 地方の執行官が新しい民事執行制度の知識を獲得する。 

 
成果２（コンポーネント２） 

コンポーネント１の活動により得られた教訓と考え方を基に、中央司法機関及び弁護士

連合会の地方司法機関及び弁護士に対する監督及び（あるいは）指導、支援に関する制度

的能力が向上する。 
- 最高人民裁判所の判例集の編纂（へんさん）技術が向上する。 



- 地方の裁判官に対する判例及びその他の法律情報の提供、普及ノウハウが確立され

る。 
- 「判決書マニュアル」の内容が、コンポーネント１の結果を反映し、民事訴訟法及び

刑事訴訟法の改正、行政訴訟法の成立に応じて更新、充実される。 
- 地方の検察官に対する法律情報の提供及び問合せに対する回答のノウハウが改善さ

れる。 
- 控訴審、監督審、再審及び刑事判決の執行の監督に係る検察官マニュアルが編纂され

る。 
- 捜査及び第一審に関する検察官マニュアルの内容が、刑事訴訟法改正に応じて更新、

改訂され、同時にコンポーネント１の結果を反映する。 
- 最高人民検察院の検察活動に関する情報源となる「犯罪学センター」を設立するため、

予備研究を実施し、その結果を編集する。 
- 地方の弁護士に対する重要かつ有益な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノ

ウハウが向上される。 
- 弁護士の実務に対する支援システムが確立される。 
- 地方の公証人に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハウが

改善される。 
- 地方の不動産登記官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウ

ハウが改善される。 
- 地方の戸籍登記官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハ

ウが改善される。 
- 地方の執行官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハウが

改善される。 
 

成果３（コンポーネント３） 
必要かつ時宜に応じて、裁判及び執行実務並びに司法補助機関の業務の改善に役立つ法

規範文書（LNDs）が準備される。 
- 改正民事訴訟法、行政訴訟法、及びそれらの下位法規範文書の最終案が作成される。

- 改正刑事訴訟法、人民検察院法及びその下位法規範文書の最終案が作成される。 
- 国家賠償法の最終案が作成される。 
- 不動産登記法の最終案が作成される。 
- 担保取引登録令の最終案が作成される。 
- 判決執行法の最終案が作成される。 

 
成果４（コンポーネント４） 

コンポーネント１、２及び３の活動により得られた教訓や考え方に基づき、法曹養成に

必要な制度的能力が強化される。 
- 国家司法学院講師の基本的な実体法、手続法に関する法律知識、実務知識及び学習技

能術が改善される。 



- コンポーネント１、２及び３の結果が、国家司法学院の教育プログラムに反映される。

 
（4）投入（評価時点） 
 日本側： 

- 長期専門家派遣 7 名 
- 短期専門家派遣 1 名 
- 研修員受入れ 46 名 等 

 相手国側： 
- カウンターパート（C/P）配置 

プロジェクトディレクター：司法省国際協力局長 
プロジェクトマネジャー：最高人民裁判所国際協力部部長、最高人民検察院検察理論

研究所副所長、司法省国際協力部職員、他ワーキンググループ等 
- 施設、事務室 

司法省内にプロジェクト担当者用の常設事務所、各 C/P 機関内にセミナーやワークシ

ョップ等用会議室を確保。 
- 各 C/P における運営経費自己負担 

２．中間レビュー調査団の概要 

２－１ 調査団構成 
（1）総 括  鳥居 香代  国際協力機構公共政策部ガバナンスグループ 法・

司法課長 
（2）法整備支援  佐藤 直史  国際協力機構 国際協力専門員 
（3）法・司法制度  西岡 剛  法務省法務総合研究所国際協力部 教官 
（4）協力企画  竹内 麻衣子  国際協力機構公共政策部ガバナンスグループ 法・

司法課職員 
（5）評価分析   持田 智男  OPMAC 株式会社  
（6）通訳（日･越）  大貫 錦  財団法人 日本国際協力センター 
 

２－２ 調査期間：2008 年 5 月 16 日～26 日（コンサルタント団員は 5 月 14 日から） 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 
各機関からのインタビューの結果、プロジェクト活動はおおむね円滑に行われ、成果が達成

されつつあることが確認され、プロジェクト目標達成の見込みは高いと判断された。 
特に、パイロット地区（バクニン省）における裁判実務改善に向けた活動（コンポーネント

１）については、本プロジェクトが初めての試みであったが、バクニン省の裁判官及び検察官

と強い信頼関係が醸成され、パイロット地区での活動の成果が中央機関においても適切に蓄積

されていることが確認された。 
また、地方に対する中央機関からの支援体制強化（コンポーネント２）に関しては、最高人

民裁判所（Supreme People’s Court：SPC）において、裁判実務の課題を地方の裁判官からのア

ンケートやサーベイで収集し、地方にて直面している問題点や疑問に対する回答を記した Q&A



集を作成したが、この過程において、SPC が地方からの問題点を把握・分析し、地方の裁判官

に対する指導・助言を行う機能の強化に向けた活動が行われた。 
最高人民検察院（Supreme People’s Procuracy：SPP）に関しては、バクニン省におけるワーク

ショップ等の活動から得られた検察実務に関する問題点の抽出・分析等の結果が蓄積されると

ともに、その機関紙等において、全国の検察官に共有化されるシステムが強化された。 
一方、司法省（Ministry of Justice：MOJ）との関係では、地方からの課題のフィードバック

に関し、パイロット地区を 1 カ所設定して裁判実務改善のための活動を行うことに対して、事

前調査の段階から留保がつけられていたこともあり、機関の性質上、バクニン省での活動に SPC
や SPP と同様の関与が得られなかったことはやむを得ないと思われる。調査団からは、本プロ

ジェクトのコンセプトである、地方の実務上の課題からのフィードバックによる中央機関の助

言・指導機能の強化に関して再度説明のうえ、バクニン省の今後の活動における執行官等のよ

り積極的な参加を確認した。また、MOJ が地方の司法関連職員に対し実施している新しい立法

等に関する「トレーニングコース」において、上記コンセプトを更に意識し、プロジェクト目

標の達成に向けて努力することを確認した。 
なお、弁護士連合会については、設立の遅れからこれまでプロジェクトにおける活動は行わ

れていなかったが、近日中に設立が予定されているところ、今後の協力の進め方について、弁

護士会副会長と面談し、今後継続して長期専門家及び JICA ベトナム事務所と統一弁護士会と

の間で協議・検討することを確認した。 
起草支援（コンポーネント３）においては、前プロジェクトから支援を継続している民事判

決執行法及び国家賠償法がそれぞれ成立または近日中に成立が見込まれている。一方、不動産

登記法及び担保取引登録令に関しては、国会への上程が遅れているが、草案の更なる改善がプ

ロジェクトにおいて行われている。なお、2005 年の成立に向けわが国が支援した民法について

は、2012 年に再改正が予定されているとして、わが国への支援要請があった。今般の改正の方

向性は、わが国が 2005 年の民法改正支援の際に行った助言に沿ったものであり、契約自由の原

則の徹底と所有形態の整理など、市場経済化の更なる進展を促進するもので、わが国が支援す

る意義は高いと考えられる。ただし、改正のスケジュールが本プロジェクトの実施期間を超え

るため、本プロジェクトの期間内では、論点の抽出等に関する支援を行うことで合意した。 
なお、民事訴訟法の改正、行政事件訴訟法の起草、刑事訴訟法の改正については、上記コン

ポーネント１及び２の成果を反映した形で支援を行うことが予定されており、実務上の問題点

が起草に反映されることが期待される。 
国家司法学院（National Judicial Acadewy：JA）における法曹人材養成（コンポーネント４）

については、本プロジェクトの支援により執行官マニュアルやトレーニングマニュアルの内容

が充実したものとなった。一方、コンポーネント１、２および３の活動に JA の教官が参加す

ることによって、JA の教育内容がより実務上の問題を反映した、より適切なものとなることが

期待されていたが、プロジェクト前半においては、JA の積極的な参加は見られなかった。ただ

し、プロジェクト後半の活動においては、民事事件解決の技能、刑事事件解決の技能のテキス

トの改訂が予定されているところ、コンポーネント１、２及び３の活動への参加から得られる

知見・教訓がこれらの教科書の改訂に役立つことが期待される。 
 



３－２ 評価結果の要約 
（1）妥当性：妥当性は非常に高い。 

2005 年 5 月及び 6 月の共産党中央委員会政治局決議第 48 号、第 49 号は、法制度の整備及び

司法機関の人材育成を急務とする法整備・司法制度改革の長期戦略方針を示しているが、本プ

ロジェクトは同方針に合致していることに変更はない。また、わが国の対ベトナム国別援助計

画（2004 年 4 月）及び JICA の国別事業実施計画（2009 年 4 月ドラフト）の方針にも合致して

いる。 
本プロジェクトでは常駐の法曹三者から成る長期専門家チームによる支援が継続され、現地

活動にあたっても弾力的な対応や複数の視点から実務的にも専門的にも細かいアドバイスが可

能になっている。また、市場経済化の下で経済活動の基本となる民法、民訴法などの制定・改

正を中心とした技術協力を過去に行ってきたこと、これまでの支援を通じて信頼関係がベトナ

ム側との間に醸成されるとともに、日本側にもベトナム法の知識の蓄積が積まれてきており、

日本からの支援における技術的な優位性を認めることができる。 
プロジェクトは各コンポーネントがそれぞれ他のコンポーネントに関連づけられるような形

でデザインされている。プロジェクトでは効果的に人材育成と制度構築、そして起草支援を結

びつけ、これを地方レベルにおける実務上の問題特定と中央レベルでの司法関連機関による指

導体制の改善という相互のフィードバックシステムの拡充を通じて実現を図ってきた。コンポ

ーネント間の相互関係を重視し、相乗効果の発現をねらったこのプロジェクトデザインには妥

当性を認めることができる。一方、関係機関の間で国家統治機構における位置づけが相違して

いるため、プロジェクトディレクターを担当する司法省では、ベトナム側での各コンポーネン

ト間、各活動間の調整が難しい状況が続いてきたため、各関連機関の調整のために引き続き努

力を払う必要があると考えられる。 
 

（2）有効性（予測）：プロジェクト目標の達成は見込まれる。 
ワーキングセッション、ワークショップ/セミナーの参加、Q&A 集のための調査とドラフト

作成を通じて、パイロット地区、その他の地域において判決、執行実務に関する能力改善に関

する経験が蓄積されてきている。同時に現場での実務的な問題点の把握、分析、解決方法など

の経験や教訓を中央機関においても集約、分析しつつあり、さらにそれを他地域の司法機関、

司法補助機関職員の実務能力向上のための指導・支援に活用しつつある。設立が遅延していた

弁護士連合会は 2009 年 5 月に設立され、今後地方の弁護士への支援活動が期待されている。ま

た、これまでに支援を行ってきた民事判決執行法が国会で成立し、国家賠償法も 2009 年 5 月の

国会で成立が見込まれており、今後の民事訴訟法、刑事訴訟法の改正、行政事件訴訟法の起草

に向けて支援が行われてきている。これらの起草、改正作業、あるいはその準備作業と併行し、

セミナー、トレーニングなどの開催を通じて実務上の問題点への双方向的な対応も図られてき

ている。そして、中央機関による地方機関への指導・支援のなかで、その改正の内容が反映さ

れることが企図されている。 
JA からのプロジェクト活動への参加はこれまで積極的に行われてきておらず、研修ハンドブ

ックや執行官マニュアルの作成支援を除くと、他のコンポーネントとの関連性はあまり明確で

はない。JA は今後積極的にプロジェクト活動に参加する予定であり、将来的に JA で研修を受



けた卒業生が、裁判実務や執行業務、法案の起草作業に貢献することが期待される。 
 
（3）効率性：効率性は高いと考えられる。 

それぞれの活動は、カウンターパート（C/P）機関、JICA 専門家、そして日本の協力機関の

強いイニシアティブで運営、管理されており、これを長期専門家がハブとなって調整し、円滑

な意思疎通をとりつつ、プロジェクト活動が着実に進捗している。今後、プロジェクトの全体

計画のなかで各 C/P 機関がそれぞれの活動計画を位置づけ、ベトナム側のオーナーシップを発

揮し、相互調整を行うための措置をとることが重要と考えられる。 
日本側、ベトナム側の投入に関してはおおむね適宜、的確に行われている。日本人専門家と

ベトナム人 C/P との間で醸成されてきた信頼関係により、情報収集が容易になり、これが更に

活動の進捗に貢献している。また、セミナーに国会議員や、関係省庁からの参加を得ているこ

とは、今後の起草支援においても寄与すると考えられる。なお、バクニン省に供与したプロジ

ェクターとパソコンは良好に使用されている。 
起草支援対象の法律のなかには、進捗が遅れているものもあり、今後の活動に影響する可能

性もある。遅れていた判決書マニュアルの承認は、2009 年 5 月に SPC で行われる予定である。

 
（4）インパクト：長期的な観点から上位目標の達成が見込まれる。 

中央の司法関連機関と弁護士連合会の指導・支援能力の向上により、プロジェクトは裁判、

執行実務の改善に正のインパクトをもたらすと考えられる。 
プロジェクトの上位目標は、プロジェクト完了後比較的短期間でベトナム全土にわたりその

効果が広がることを予定しているが、上位目標の達成は、プロジェクト目標の達成に加えて、

48 号決議、49 号決議の判決、執行に係る改革計画の実施を前提に見込む必要がある。実施機関

は上位目標の達成に意欲を示しており、この意欲を後押しすることがプロジェクト効果を高め

るうえでより重要と考えられたことから、上位目標については当初どおりの目標を維持し、変

更は加えていない。 
 

（5）自立発展性：自立発展性は見込まれるが、今後注視する必要がある。 
プロジェクト便益の持続性を確保するためには、引き続き活動を注視するとともに、ベトナ

ム側で必要な措置がとられるように努力していくことが求められる。中央司法機関や弁護士連

合会は、その地方組織の裁判、執行実務を継続的に支援する体制を整備していく必要がある。

中央機関や弁護士連合会による調査、セミナー、ワークショップ、トレーニングなどが可能と

なるための財政的な措置がとられることは、プロジェクト便益の持続性と拡大に影響を与える

と考えられる。 
 

３－３ 提 言 
（1）コンポーネント間の連携 

各機関との面談及びミニッツ（M/M）上において、本プロジェクトのコンセプト、すなわち、

地方の実務上の課題を抽出・蓄積し、中央機関へのフィードバックを行い（コンポーネント１）、

これを基に中央機関は地方の実務課題の把握と問題の分析に基づいて地方への助言・指導を改



善するとともに（コンポーネント２）、実務上の経験や教訓を反映する形で民法関連法令、民訴・

行訴、刑訴法の改正・起草（コンポーネント３）や、法曹養成機関における教育内容に反映さ

せる（コンポーネント４）ことをめざしたプロジェクトであり、コンポーネント間の連携及び

そのための関係機関間の連携が重要であることを改めて各機関と確認した。今後の残された期

間においては、コンポーネント間の連携について更に認識を強め、地方の実務の声を反映した

形での中央での助言・指導体制強化に生かしていくことが期待される。 
 
（2）プロジェクトのモニタリング体制 
本プロジェクトは、3 つの機関を C/P として活動を進めている（弁護士会の参加により 4 機

関となる）ため、プロジェクト運営や進捗管理のための調整が通常より大きな負担となる。各

機関は、それぞれの機関が実施する活動については強いイニシアティブをもって進めているが、

プロジェクト全体をみてプロジェクト目標に向けた進捗をモニタリングする役割については、

必ずしもベトナム側が十分に行えてはいない。プロジェクトディレクターは MOJ 国際協力局長

であるが、関係機関の国家組織上の位置づけ（SPP、SPC は政府と同等の地位にあり、政府の

一機関である MOJ よりも上位にある）からも、実際にプロジェクト全体の責任者として機能す

ることを難しくしている。  
今後プロジェクトの終了に向けて、プロジェクト全体をみながら活動の進捗とプロジェクト

目標の達成に必要となる問題についてベトナム側関係者が認識を共有することが重要と思われ

るため、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）の開催など、情報のシェアと共

同モニタリングの体制づくりを提言し、MOJ 国際協力局長からは、各機関間の連携を強めてい

きたいとの表明がなされた。ベトナム側 C/P のキーパーソンが近々退職予定であり、これまで

個人的なつながりもあって担保されてきた部分を補うためにも有効と考えられる。 
 

 
 
 
 



 

第１章 中間レビューの概要 
 
 
１－１ 中間レビュー調査団の概要 

１－１－１ 背 景 
ベトナム社会主義共和国政府（以下、「ベトナム」と記す）は 1986 年のドイモイ政策開

始以降、市場経済化への移行を進めており、さまざまな開放政策の一環として市場経済化

に対応する法制度の整備を進めてきている。1992 年の憲法制定以降、1990 年代には多く

の法律が整備されたが、基礎的法理論・立法技術の未発達や計画経済的思考からの移行途

上にあったこともあり、この時期に制定された多くの法律が短い期間での大幅改定を余儀

なくされるなどの課題を抱えていた。これを受け、ベトナム政府は 2000 年から 2002 年に

かけて、わが国を含むドナーの全面的支援により「包括的法制度整備ニーズ・アセスメン

ト」を実施し、当国の法整備・司法分野全体の問題点の洗い出しを行ったうえでその改善

に向けた具体的方策の整理を行ってきた。こうした流れのなかで、ベトナム共産党中央委

員会政治局は 2005 年に相次いで 2 つの重要な決議を発表した。そのうち第 48 号決議「法

制度整備戦略」は近代的な法治国家への転換と市場経済体制の確立をめざした 2020 年ま

でのベトナム法整備及び法運用・法執行体制改善のための戦略を示しており、第 49 号決

議「司法改革戦略」は同じく 2020 年までのベトナム司法制度改革の戦略を示している。 
ベトナムの法制度・司法制度改革に向けた政策が明確にされる一方で、ベトナムにおけ

る法制度・司法制度の改革の実現性に向けて解決しなければならない課題は引き続き多く

存在する。立法分野においては、依然として法令の不明確性、非効率性、法令間の齟齬

（そご）などが見られる。司法分野においては、法曹三者（検察官、裁判官、弁護士）と

も特に地方レベルにおいて制定された法律内容が十分に理解・普及されておらず、また裁

判実務能力が不十分なレベルの人材が多く、依然として不適切な裁判が行われている状況

である。 
こうした状況のなか、これまで「法整備支援プロジェクトフェーズⅠ」（1996.2～

1999.11）、「法整備支援プロジェクトフェーズⅡ」（1999.12～2003.3）、「法整備支援プロジ

ェクトフェーズⅢ」（2003.7～2007.3）を通じて 10 年以上にわたり継続的に支援を行って

きたわが国に対し、更なる協力の継続の要請がなされ、2007 年 2 月の事前評価調査等を

通じてベトナム側と協議を重ねた結果、実務の改善に向けた中央当局からの支援体制の整

備に支援の軸足を置きつつ、実務上の課題からのフィードバックを意識した関連法令の改

正・起草支援、法曹養成支援を包括的に取り込んだ支援を行うこととし、2007 年 4 月か

ら 2011 年 3 月までの 4 年間の予定で「法・司法制度改革支援プロジェクト」を開始した。 
 

１－１－２ 中間レビューの目的 
標記プロジェクトの開始から 2 年が経過したところ、個々の活動の進捗状況を確認し、プ

ロジェクト終了までの活動計画をレビューするとともに、プロジェクト目標及び成果の達成

見込み、中間時点での 5 項目評価の見通しを調査することを目的に、カウンターパート

（C/P）機関との協議及び現地視察を行い、その結果をミニッツ（M/M）に取りまとめた。 
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１－１－３  調査団構成 
担 当 氏 名 所  属 

総 括 鳥居 香代 国際協力機構公共政策部ガバナンスグループ 法・

司法課長 

法整備支援 佐藤 直史 国際協力機構国際協力専門員 

法・司法制度 西岡  剛 法務省法務総合研究所国際協力部 教官 

協力企画 竹内 麻衣子 国際協力機構公共政策部ガバナンスグループ 法・

司法課職員 

評価分析  持田 智男 OPMAC 株式会社  

通訳（日･越） 大貫  錦 財団法人 日本国際協力センター 

 
１－１－４ 調査日程    
現地日程 2008 年 5 月 16 日～26 日（コンサルタント団員は 5 月 14 日から） 
詳細は付属資料３．参照。 

 
１－１－５ 主要面談者 
付属資料３．参照。 

 
１－２ 対象プロジェクトの概要 

１－２－１ マスタープラン 
プロジェクト開始時に策定したマスタープランは以下のとおり〔開始時のプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（PDM）は付属資料２．を参照〕。 
 

（1）上位目標 
ベトナム全土で、裁判及び執行が、公平かつ説得力があり、透明で適切かつ一貫性の

あるものとなる。 
 

（2）プロジェクト目標 
バクニン省（パイロット地区）において、司法補助機関の業務及び判決、執行実務に

関する能力の改善に関する経験を蓄積するとともに、その蓄積された経験を中央の司法

機関、弁護士連合会が吸収、分析して活用し、これにより、中央司法機関や弁護士連合

会の判決、執行実務を支援する体制を改善し、その地方組織に対する指導、助言及び支

援能力が改善される。 
 

（3）成 果 
1）成果１（コンポーネント１） 

バクニン省（パイロット地区）における地方司法機関及び司法関連機関の裁判官、

検察官、弁護士及び司法関連職員の裁判、執行実務の能力が改善され、同地区において

そのような能力の改善に関する経験が蓄積される。 
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- 地方の裁判官の刑事、民事裁判における訴訟手続の実施技能及び判決書作成技能が

改善される。 
- 地方の検察官の訴追及び刑事訴訟手続の技能が改善される。 
- 地方の弁護士の民事・刑事訴訟手続の技能が改善される。 
- 地方の公証人が新しい公証実務の知識を獲得する。 
- 地方の不動産登記官が新しい不動産登記制度の知識を獲得する。 
- 地方の戸籍登記官が新しい戸籍登録制度の知識を獲得する。 
- 地方の執行官が新しい民事執行制度の知識を獲得する。 

 
2）成果２（コンポーネント２） 

コンポーネント１の活動により得られた教訓と考え方を基に、中央司法機関及び弁

護士連合会の地方司法機関及び弁護士に対する監督及び（あるいは）指導、支援に関す

る制度的能力が向上する。 
- 最高人民裁判所の判例集の編纂（へんさん）技術が向上する。 
- 地方の裁判官に対する判例及びその他の法律情報の提供、普及ノウハウが確立され

る。 
- 「判決書マニュアル」の内容が、コンポーネント１の結果を反映し、民事訴訟法及

び刑事訴訟法の改正、行政訴訟法の成立に応じて更新、充実される。 
- 地方の検察官に対する法律情報の提供及び問合せに対する回答のノウハウが改善さ

れる。 
- 控訴審、監督審、再審及び刑事判決の執行の監督に係る検察官マニュアルが編纂さ

れる。 
- 捜査及び第一審に関する検察官マニュアルの内容が、刑事訴訟法改正に応じて更新、

改訂され、同時にコンポーネント１の結果を反映する。 
- 最高人民検察院の検察活動に関する情報源となる「犯罪学センター」を設立するた

め、予備研究を実施し、その結果を編集する。 
- 地方の弁護士に対する重要かつ有益な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノ

ウハウが向上される。 
- 弁護士の実務に対する支援システムが確立される。 
- 地方の公証人に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハウが

改善される。 
- 地方の不動産登記官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウ

ハウが改善される。 
- 地方の戸籍登記官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハ

ウが改善される。 
- 地方の執行官に対する重要な法律情報の普及及び問合せに対する回答のノウハウが

改善される。 
 

3）成果３（コンポーネント３） 
必要かつ時宜に応じて、裁判及び執行実務並びに司法補助機関の業務の改善に役立
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つ法規範文書（LNDs）が準備される。 
- 改正民事訴訟法、行政訴訟法、及びそれらの下位法規範文書の最終案が作成される。 
- 改正刑事訴訟法、人民検察院法及びその下位法規範文書の最終案が作成される。 
- 国家賠償法の最終案が作成される。 
- 不動産登記法の最終案が作成される。 
- 担保取引登録令の最終案が作成される。 
- 判決執行法の最終案が作成される。 

 
4）成果４（コンポーネント４） 

コンポーネント１、２及び３の活動により得られた教訓や考え方に基づき、法曹養

成に必要な制度的能力が強化される。 
- 国家司法学院講師の基本的な実体法、手続法に関する法律知識、実務知識及び学習

技能術が改善される。 
- コンポーネント１、２及び３の結果が、国家司法学院の教育プログラムに反映され

る。 
 

（4）活 動 
1）成果１（コンポーネント１） 

1-1 共同活動（地方の裁判官、検察官、弁護士） 
- 裁判手続における相互調整の問題に関する合同ワークショップ 
- （民事及び刑事の）模擬裁判 
- 民事手続及び刑事手続の問題に関する共同報告書及び提言書の編集 
- 実務に関する地方の合意及びそれを法規範文書に反映させるための提言の作成 
- コンポーネント１の活動に関する評価報告書を含む包括的報告書、及びコンポーネ

ント１の活動の結果を他の管轄区域で利用するための地方司法機関及び司法補助機

関による提言書の編纂 
 

1-2 地方の裁判官との活動 
- パイロット地区の裁判所における裁判活動のモニタリング及び結果報告書の作成 
- 事実認定、法の適用及び適正な裁判手続の実施に関する実務的問題について、その

解決策を共通認識し見いだすためのワークショップ 
- 事例研究 
- 判決書ワークショップ 
- 日本が体得した知識の学習 

 
1-3 地方の検察官との活動 

- パイロット地区における検察活動のモニタリング及び結果報告書の作成 
- 証拠収集、立証活動、訴追及び公判手続における実務的問題について、その解決策

を共通認識し見いだすためのワークショップ 
- 事例研究 
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- 起訴状、告訴状作成ワークショップ 
- 日本が体得した知識の学習 

 
1-4 弁護士との活動 

- 弁護士ワーキンググループ設置後、バクニン省における弁護士活動のモニタリング

及び結果報告書の作成 
- 法律相談、証拠収集、立証活動及び公判手続における実務的問題について、その解

決策を共通認識し見いだすためのワークショップ 
 

1-5 地方の裁判官、検察官、弁護士及び司法関連職員との活動 
- 地方の裁判官、検察官、弁護士及び司法関連職員による、相互調整・協力に関する

拡大ワークショップ 
 

2）成果２（コンポーネント２） 
2-1 共同活動 

- コンポーネント１の活動のモニタリング及び、それと同時にコンポーネント１によ

りパイロット地区で蓄積された経験の情報を他地域に提供する 
- 中央司法機関によるコンポーネント１の活動結果の評価と、地方司法機関及び地方

司法補助機関の能力改善、強化のために活動成果を利用する総括的共同提言書の作

成 
- 実務における判例活用に係る理解を促進するためのセミナー 

 
2-2 最高人民裁判所との活動 

- コンポーネント１により達成された結果を評価し、その結果を地方の裁判官の能力

向上、強化のために利用する提言の作成 
- 「判決書マニュアル」の普及のためのセミナー 
- 判例集の編纂及び普及に関するワークショップ 
- 判例集の編纂及び普及システムに関する「青写真（詳細な計画）」作成 
- 改訂「判決書マニュアル」仮案の作成、修正 

 コンポーネント１の活動のモニタリング 
 起草者、編集者、専門家の定例会議 
 日本人専門家の文書、口頭によるコメント 
 意見収集ワークショップ 

 
2-3 最高人民検察院との活動 

- コンポーネント１により達成された結果を評価し、その結果を地方の検察官の能力

向上、強化のために利用する提言の作成 
- 最高人民検察院のアドバイス機能及びフィードバック機能の実務的問題について、

その解決策を共通認識し見いだすためのワークショップ 
- アドバイス及びフィードバックシステム改善に関する「青写真」作成 
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- 日本の検察庁の監督制度の例を学習する 
- 「検察官マニュアル」（捜査及び第一審）の修正及び「検察官マニュアル」（控訴審、

監督審、再審及び刑事判決の執行手続の監督）の起草、校正及び編集 
 コンポーネント１の活動モニタリング 
 起草者、編集者、専門家の定例会議 
 日本人専門家の文書、口頭によるコメント 
 意見収集ワークショップ   

- 「検察官マニュアル」の普及のためのセミナー 
- 犯罪学センター設立の予備研究のための本邦ワークショップと必要な文書の作成 

 
2-4 弁護士連合会（設立予定。以下同じ）との活動 

- コンポーネント１により達成された結果を評価し、その結果を地方弁護士の能力向

上、強化のために利用する提言の作成 
- 法律情報に関する司法省/弁護士連合会の実務的アドバイス及びフィードバック機

能の研究ワークショップ 
- 事例研究 
- 日本弁護士連合会の弁護士に対するサポートシステムの経験の学習 

 
2-5 司法省との活動 

- コンポーネント１の下で行われた拡大ワークショップにより達成された結果を評価

し、その結果を地方の司法関連職員の能力向上、強化のために利用する提言の作成 
- 2005 年民法の普及のためのセミナー 

 
3）成果３（コンポーネント３） 

3-1 共同活動 
- 「一貫性のある法律起案」に関するセミナー、ワークショップ 

 
3-2 最高人民裁判所との活動 

- 日本の民事訴訟制度及び行政訴訟手続制度に関するセミナー 
- 改正民事訴訟法及び行政訴訟法の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 

 
3-3 最高人民検察院との活動 

- 日本の刑事訴訟制度に関するセミナー 
- 最高人民検察院の組織・機能のモデルに関するセミナー 
- 人民検察院法の仮草案に関するセミナー 
- 改正刑事訴訟法の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 
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3-4 司法省との活動 
- 国家賠償法の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 
- 不動産登記法の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 
- 担保取引登録令の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 
- 判決執行法の仮草案に関するセミナー及びワークショップ 
- 日本人専門家のコメント 

 
4）成果４（コンポーネント４） 

国家司法学院（司法省）との活動 
- コンポーネント１及び２の活動にオブザーバーとして参加し、国家司法学院の教育

プログラム、ノウハウに反映させるため、報告書を作成 
- セミナー及びディスカッション形式の採用や、特定の法律問題、事例研究に焦点を

当てた、講師に対するモデル授業 
- 国家司法学院の法曹者共通カリキュラムで使用するために前プロジェクトで開発さ

れた教科書 4 冊の改訂 
 起草者、編集者、専門家の定例会議 
 日本人専門家によるコメント 
 意見収集ワークショップ  

- 研修用ハンドブックの起草、編集、編纂 
- 執行官マニュアルの起草、編集、編纂 

 
１－２－２ 協力期間 

2007 年 4 月 1 日～2011 年 3 月 31 日 

 
１－２－３ 実施機関 
ベトナム司法省（MOJ）、最高人民裁判所（SPC）、最高人民検察院（SPP） 
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第２章 プロジェクトの現状と実績 
 
２－１ 各成果（コンポーネント）の進捗状況 

２－１－１ 成果１（コンポーネント１） 
（1）人民裁判所との活動 

バクニン省人民裁判所に設立したワーキンググループのメンバーを中心として、ベト

ナムの民事・刑事訴訟法の運用の実態及び問題点の検討を目的としたワークショップ等

が多数回開催され、これらを通じて、参加者である同省裁判官らが、ベトナムの民事・

刑事訴訟法の運用について、問題点の抽出・分析を行い、同省裁判官らの能力の向上を

めざした活動が行われている。 
この点、具体的な活動内容として、判決書マニュアルの原稿の一部を用いた「判決書

の書き方に関するワークショップ」「民事訴訟法及び刑事訴訟法の運用状況に関するワー

キングセッション、サーベイ」などが挙げられる。そして、「判決書の書き方に関するワ

ークショップ」が開催された以降、バクニン省人民裁判所の裁判官は、判決書マニュア

ルの原稿を実際に使用して判決書を作成しており、その判決書作成能力は大いに向上し

ている。また、「民事訴訟法及び刑事訴訟法の運用状況に関するワーキングセッション、

サーベイ」については、この結果と併せて、ベトナム全地方の各裁判所に対して書面送

付の形で実施したサーベイにより得られた結果を集約・分析し、「民事訴訟法及び刑事訴

訟法に関する Q&A」（以下、「Q&A」という）が作成されたが、その作成過程において、

その内容検討のためのワークショップなども多数回行われている。 
その他、SPC 及びバクニン省人民裁判所の裁判長らを招いての「判例制度等に関する

本邦研修」も実施されたほか、判例制度に関するワークショップがベトナムの北部、中

部及び南部で開催されている。 

 
（2）人民検察院との活動 

バクニン省人民検察院に設立したワーキンググループのメンバーを中心として、捜

査・公判活動等に関する問題点の検討等を目的としたワークショップが多数回開催され

ている。この点、ワークショップ等のテーマは、「捜査・起訴時の書面作成に係る実務的

かつ具体的な問題点」「第一審公判における検察官の役割」「刑事訴訟法改正に絡む検察

の権能や組織のあり方」「日越刑訴実務の比較、検討」「ベトナムにおける当事者主義の

導入」などベトナムにおける検察実務の改善を目的とするものから、日本の刑事訴訟法

の紹介やベトナムの現行刑事訴訟法の改正を目的とするものまで多岐にわたっており、

その参加者もバクニン省の検察官のほか、ベトナム北部の省級の検察官も参加するなど

広範囲にわたっている。 
また、日越刑事訴訟手続の比較研究をテーマとした本邦研修も実施され、同研修には

バクニン省人民検察院幹部らも多数参加しており、これを通じて、同省検察院の検察官

の日越刑事訴訟法の比較考察能力が高められている。 

 
（3）弁護士との活動 

統一弁護士会の設立が当初の予定より遅れており、統一弁護士会における組織機構が
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構築されていなかったことから、バクニン省において、弁護士を中心とする活動は行わ

れていないが、下記（5）に記載したとおり、裁判所や検察院との活動に弁護士を参加さ

せ、法曹実務の改善に資する活動が行われている。 

 
（4）司法局との活動 

司法局の職員を対象とする活動は行われていないが、下記（5）のとおり、プロジェク

トの後半では、例えば裁判所における執行実務に関するセミナーに執行官を招き、実務

問題を協議するなどの活動が予定されている。 

 
（5）共同活動 

バクニン省における人民裁判所あるいは人民検察院関連の裁判実務等に関するワーク

ショップ等に他の機関の法曹や弁護士らが参加するなどの活動を通じて、法曹三者にお

いて、裁判実務等における問題点の共有化を図り、それぞれの機関において、このよう

な活動に関する報告書も作成されている。この点、バクニン省において、いわゆる法曹

三者による共同開催という形式での合同ワークショップや模擬裁判が開催され、共同で

の提言書などは作成されてはいないものの、その活動のめざすところは、法曹三者にお

いて、裁判実務上の問題点を抽出・分析し、その結果を共有化することで、個々の法曹

の能力向上を図る点にあり、そうした意味にかんがみれば、上記各活動は、プロジェク

トの目的に沿った活動と評価でき、今後も、同省において、このような法曹三者による

共同活動は積極的に実施されていく見通しであり、さらに、同省及びその周辺地域の執

行官等司法関連職員も、関連する分野において人民裁判所が主催するワークショップ等

に参加していくことも見込まれる。 
なお、架空の事件を想定しての模擬裁判を実施することについては、その準備作業等

にかなりの労力を要すること、上記（1）、（2）及び（3）に記載した活動を通じた実務改

善の方がより適切であること（したがってニーズが低いこと）から、これを活動の内容

としないことをバクニン省の人民裁判所、人民検察院、SPC 及び SPP と合意した。 

 
２－１－２ 成果２（コンポーネント２） 
（1）最高人民裁判所（SPC）との活動 

バクニン省において実施されたワークショップ等の各活動には、SPC の幹部が参加す

ることもあり、これにより、中央においても同省人民裁判所における活動状況等を即座

に把握することができ、また、参加していない場合であっても、その活動状況等は、逐

一、同省裁判所から中央へ報告されており、その活動状況等やそこから得られた裁判実

務に関する問題点の抽出・分析等の結果は SPC に確実に蓄積されている。そして、今後、

SPC において、全国の裁判官の能力向上のために、バクニン省における活動状況等を紹

介し、その問題点を共有化するためのセミナー等も開催することを検討している。 
また、SPC において、「Q&A」の作成作業を通じて、バクニン省その他の地方の裁判官

が抱えている裁判実務上の問題点の抽出・分析等を行っているが、その作業のなかで、

問題点を抽出・分析するノウハウが形成され、さらには各地方に対する有効かつ効率的

な指導体制が確立されつつある。 
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「判決書マニュアル」に関しては、内部における「書き直し」を経て、2009 年 5 月末

には SPC において承認される予定であるとの説明があった。その後、同マニュアルは、

全国の裁判官に配布され、その普及のためのトレーニングコースも実施され、将来の改

訂に向けた問題点の抽出・分析作業も行われていく予定であるが、発刊が大幅に遅れた

ため、「判決書マニュアル」の改訂作業がプロジェクト期間内に実施される見込みは低い。

そこで活動から外すことを SPC との間で合意した。 
その他、SPC の裁判官を招いた「判例制度等に関する本邦研修」が実施され、ベトナ

ム北部、中部及び南部において、地方の裁判官を対象にした判例に関する一般的な理解

を深めるためのワークショップも開催されている。 
 

（2）最高人民検察院（SPP）との活動 
バクニン省において実施されたワークショップ等の各活動には、SPP の幹部が必ず参加

しており、これにより、中央においても同省における活動状況等を即座に把握すること

ができているうえ、こうした活動状況等は、逐一、同省から中央へ書面で報告されてお

り、同省における活動状況等やそこから得られた検察実務等に関する問題点の抽出・分

析等の結果は SPP に確実に蓄積されているとともに、その機関誌等において、同省にお

ける活動状況等が適宜紹介され、このような機関誌等は全国の人民検察院に配布されて

おり、これを通じて、同省における活動状況等やそこから得られた問題点の抽出・分析

等の結果は、全国の検察官にも共有化され、その能力向上が図られるシステムが存在す

る。 
また、バクニン省以外の省においても SPP 指導の下、検察官養成及び能力向上策や刑

事訴訟法改正を見据えた検察組織のあり方などをテーマとしたワークショップも多数回

開催され、これらを通じて、参加者である個々の地方の検察官らの能力向上が図られる

とともに、併せて SPP における地方に対する指導体制の確立や将来の刑事訴訟法改正に

向けた知識・経験の蓄積を行うこともできている。 
そして、SPP において、現在、検察官マニュアル第 2 巻（控訴審・監督審・再審・刑事

判決の執行及び更生の監督）を作成中であり、これについては、2011 年 3 月までに発刊

の予定である。既に発刊されている検察官マニュアル第 1 巻（捜査及び第一審）は、全

国の検察官に配布され、執務参考資料として大いに活用されており、今後、その普及の

ために地方の幹部検察官に対する指導等も行っていく予定である。また、検察官マニュ

アル第 1 巻の改訂作業については、現行刑事訴訟法の改正とも絡んでくるため、その作

業はプロジェクトの実施期間内に終了する見込みは低いものの、SPP としては、将来の改

訂に向けた論点の取りまとめ等の準備作業は引き続き実施していく予定である。 
その他、犯罪学センターの設立という成果に向け、犯罪学や犯罪統計の研究をテーマ

にした本邦研修が実施され、その結果も報告書としてまとめられている。 

 
（3）統一弁護士会との活動 

統一弁護士会の設立の遅れから、これまで活動が行えなかったが、2009 年 5 月 9 日に

設立総会が開催され、近日中に正式に発足する予定である。具体的な活動については、

今後、長期専門家及び JICA ベトナム事務所を通じて協議を行う予定である。 
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（4）司法省（MOJ）との活動 
MOJ の組織としての助言・サポート機能の強化に関し、「トレーニングコース」は、実

務上の問題点の吸い上げ及び地方の職員へのアップデートされた法律情報の普及という

面で大きな貢献があることが確認された。 
また、プロジェクト期間の後半では、2008 年 11 月に成立した民事判決執行法及び近日

中に成立が見込まれる国家賠償法の施行のための下位法規の起草や運用を担う職員のト

レーニング等が要請されているところ、運用の重要性にかんがみ、わが国が支援する意

義及び優先度に応じて、コンポーネント２の枠組みのなかで支援を行うことを合意した。 

 
（5）共同活動 

SPC 及び SPP は、バクニン省におけるワークショップ等（コンポーネント１）から得

られた経験や知識等を集約・分析しているところ、そのなかには、法曹三者が参加して

裁判実務上の問題点を共有化した活動も含まれており、このようにして得られた経験や

知識等について、それぞれの機関誌、ウェブサイト等に紹介するなどして、組織的に全

国的に広めているが、今後は、他の機関ともこのような知識・経験等の共有化を図って

いくことが見込まれるほか、判例活用に関するセミナーに関しても、今後、SPC は、積

極的にこれを開催していく予定であり、SPP もこのようなセミナーが開催されれば積極的

に参加していく意向を示している。 

 
２－１－３ 成果３（コンポーネント３） 
（1）行政訴訟法 

SPC において、行政訴訟法起草に向けたサーベイを実施しており、起草班も編成して

いるが、国会の立法スケジュール等により、その起草作業は遅れており、プロジェクト

の実施期間内に最終草案の作成に至るまでの見込みは低いが、第 2 次ないし第 3 次ドラ

フトまでは作成することを考えている。 

 
（2）改正民事訴訟法 

また、民事訴訟法の改正に関しては、その優先度から、行政訴訟法よりも起草に向け

た作業は遅れており、現段階において、起草班は編成されていない。今後、起草班を編

成して民事訴訟法改正に向けた活動は行っていく予定であるが、プロジェクトの実施期

間内に最終草案の作成に至るまでの見込みは低いものの、SPC においては、同期間内に

最低でも第１次ドラフトまでは作成したいと考えており、さらに、「Q&A」の使用状況に

かんがみながら、現行民事訴訟法の問題点の集積作業を続けていく意向を示している。 

 
（3）改正刑事訴訟法及び改正検察院組織法 

SPP において、両法規範を起草するための起草班は既に編成されているものの、刑事訴

訟法の改正については、憲法改正とも絡む論点（裁判体の構成人数等）もあり、その改

正作業には時間を要するため、プロジェクトの実施期間内に最終草案の作成に至るのは

困難であるが、第 2 次ないし第 3 次草案までは作成することを考えており、一方、検察

院組織法の改正に関しては、プロジェクトの実施期間内に最終草案まで作成する予定で
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ある。 

 
（4）民事判決執行法 

本プロジェクトの活動により最終草案が起草され、2008 年 11 月に成立し、運用をどの

ように適切に行っていくかを検討する段階にある（運用に関する支援に関しては、コン

ポーネント２に記載した）。 

 
（5）国家賠償法 

本プロジェクトの活動により最終草案が起草され、近日中に成立する見込みであり、

運用をどのように適切に行っていくかを検討する段階にある（運用に関する支援に関し

ては、コンポーネント２に記載した）。 

 
（6）不動産登記法・担保取引登録令 

本プロジェクトの活動により草案の起草は進んでいるところ、国内のさまざまな事情

により国会での審議がいまだに行われていない。プロジェクト期間の後半では、国会審

議を円滑に行い得るよう必要な支援を継続することを確認した。 

 
（7）民法改正 

2012 年の民法改正に向けて、論点の抽出等に関する支援の依頼があった。改正の方向

性は、2005 年民法改正支援の当時に日本側から助言した内容に沿っており、わが国が支

援することの意義の大きさにかんがみ、優先度に応じて支援を行うことを合意した。 

 
２－１－４ 成果４（コンポーネント４） 

 
（1）国家司法学院（JA）教官のコンポーネント１、２及び３の活動への参加 

これまで積極的に行われていないが、今後行っていく予定である。 

 
（2）教科書の改訂 

2009 年度には民事事件解決技能及び刑事事件解決技能の改訂が予定されているところ、

（1）の活動を通じ、実務や法律の改正の方向性を踏まえた改訂作業を行う予定である。 

 
（3）執行官マニュアル・トレーニングハンドブック 

本プロジェクトの支援により、執行官マニュアル及びトレーニングハンドブック 2 冊

が作成された。いずれも日本側からのインプットにより、内容面における充実が確認さ

れている。 

 
（4）モデル講義 

カナダ国際開発庁（CIDA）が既に同様の支援を行っているところ、優先度にかんがみ、

プロジェクト活動から除くことを合意した。 
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（5）公証人育成マニュアル 
新たに依頼があったが、日本には公証人を育成するシステムがないため、わが国が支

援する意義が薄いことを説明し、JA の合意を得た。 

 
２－２ プロジェクト目標の達成に向けた進捗状況 

２－２－１ プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト目標： 
「バクニン省（パイロット地区）において、司法補助機関の業務及び判決、執行実務に

関する能力の改善に関する経験を蓄積するとともに、その蓄積された経験を中央の司法機

関、弁護士連合会が吸収、分析して活用し、これにより、中央司法機関や弁護士連合会の

判決、執行実務を支援する体制を改善し、その地方組織に対する指導、助言及び支援能力

が改善される」 
 
以下に記載した各成果の達成状況を前提に考えると、プロジェクト目標の達成の見込み

は十分にあると判断される。ただし、以下のとおり、プロジェクト目標が達成されるため

には、プロジェクト期間の後半において達成されるべき成果が達成されることが必要であ

る。 
 

２－２－２ 成果１（コンポーネント１）の達成状況 
成果１との関係では、上記のとおり、バクニン省（パイロット地区）における人民裁判

所との活動及び人民検察院との活動が、長期専門家及びバクニン省 C/P との信頼関係の下、

非常に活発に行われており、バクニン省における裁判実務及び検察実務に関する現場の問

題点の把握及び改善点の検討は順調に進捗している。弁護士（会）との活動に関しては、

弁護士連合会の設立が遅れたため、バクニン省においても積極的な活動はできなかったが、

人民裁判所または人民検察院とのワークショップ等に弁護士が参加し、実務上の問題点や

改善について認識の共有化が図られた。司法補助機関に関しては、MOJ がプロジェクト

開始当初よりバクニン省のみを対象とする活動を展開することに積極的ではなかったため、

プロジェクト期間の前半では、バクニン省の司法局との活動は行われていない。ただし、

執行実務については、プロジェクト期間の後半において、人民裁判所等とのワークショッ

プに執行官を参加させる等の方法により、実務上の問題の把握及び改善点の検討が行われ

る見込みである。 
プロジェクト目標との関係では、バクニン省において、裁判実務及び検察実務について

「能力の改善に関する経験を蓄積する」ことは順調に進捗しているが、プロジェクト期間

の後半では、執行実務についても「能力の改善に関する経験を蓄積する」ことが期待され

る。執行実務以外の司法補助機関の業務については、バクニン省で「能力の改善に関する

経験を蓄積する」ことは行われていないが、下記２－２－３において記載するとおり、バ

クニン省を含む「地方」において「経験を蓄積する」ことが行われている〔この点、現状

と PDM 上の記載の平仄（ひょうそく）を合わせるため、プロジェクト目標に若干の変更

を加えた。後述〕。 
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２－２－３ 成果２（コンポーネント２）の達成状況 
成果２との関係では、上記のとおり、SPC 及び SPP は、バクニン省における活動に積

極的に関与し、またはバクニン省の活動の報告を受けており、バクニン省において「蓄積

された経験」を「吸収」している。また、SPC との Q&A 集の作成や SPP との検察官マニ

ュアルの作成等の活動を通じ、「蓄積された経験」は「分析」され、「活用」されている。

このような取り組みを通じ、SPC 及び SPP の、地方の「実務を支援する体制」の「改

善」及び「地方組織に対する指導、助言及び支援能力」の「改善」が図られつつある。 
弁護士会に関しては、上記のとおり、弁護士連合会の設立の遅延からこれまで活動が行

われていない。プロジェクト期間の後半では、弁護士連合会の各単位弁護士会に対する

「指導、助言及び支援能力」の「改善」が期待される。 
MOJ に関しては、上記トレーニングコースの実施を通じ、MOJ は地方の職員に対しア

ップデートされた法律情報を普及しているほか、バクニン省を含む地方の実務上の問題点

を「吸収、分析して」いる。この取り組みを通じ、MOJ の、地方の「実務を支援する体

制」の「改善」及び「地方組織に対する指導、助言及び支援能力」の「改善」が図られつ

つある。 

 
２－２－４ 成果３（コンポーネント３）の達成状況 
成果３との関係では、SPC 及び SPP で「吸収、分析」された「経験」は、プロジェク

ト期間の後半で行われる予定の、改正民事訴訟法、行政事件訴訟法、改正刑事訴訟法及び

改正人民検察院組織法の起草に活用され、実務の改善が図られることが期待される。 
MOJ が所管する法令に関しては、民事判決執行法が成立し、国家賠償法も成立見込み

である。不動産登記法等については、立法化に向けた努力が必要であるが、プロジェクト

期間の後半において支援を行うことにより、MOJ において、草案自体のブラッシュアッ

プに加えて、立法化に向けたノウハウが蓄積されることが期待される。このプロセスにお

いては、トレーニングコースで得られた知見の活用も見込まれる。 

 
２－２－５ 成果４（コンポーネント４）の達成状況 
成果４との関係では、プロジェクト期間の前半では、JA 教官の成果１、２及び３の活

動への参加は積極的に行われていなかったが、プロジェクト期間の後半では、これらの活

動への参加が積極的に行われる見込みであるほか、これにより得られた知見が、教科書の

改訂に活用されることが期待される。このような成果が達成されることにより、JA にお

いて、現場の実務上の問題点及びその改善策を踏まえた法曹養成が行われることとなり、

ひいては実務の改善につながっていくことが期待される。 

 
２－３ 上位目標の達成見込み 

本プロジェクトの上位目標： 
「ベトナム全土で、裁判及び執行が、公平かつ説得力があり、透明で適切かつ一貫性のある

ものとなる」 
 
この上位目標が達成されるためには、プロジェクト目標が達成されることに加え、本プロジ
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ェクトのスコープ以外の多くの政策課題が解決されることが必要であり（この点は、改訂 PDM
において、外部条件として整理した。後述）、上位目標は、長期的な観点からは達成が見込まれ

るものの、今後とも、具体的にどのような政策課題が解決されることが必要となるのかについて

留意しつつ、慎重に検討することが必要である。 

 
２－４ 実施プロセスを通じたキャパシティ・ディベロップメントと課題 

２－４－１ 改善すべき「実務」 
本プロジェクトは、JICA の法整備支援において、実務改善に本格的に取り組んだ初め

てのプロジェクトであり、パイロット地区を設定し、パイロット地区の現場の担当者とと

もに、現場の問題の解決に関する経験を蓄積しようとする意欲的なプロジェクトである。 
この取り組みをプロジェクトとして実施するにあたっては、まず日本側関係者が「実

務」を把握しなければならないが、この「実務」の把握自体が困難な作業である。例えば、

裁判実務について、訴訟法等の基本的な情報は一応有しているものの、外国語訳を作成す

る際の不正確性や、基本的な情報として有してないさまざまな下位規程の存在など、「実

務」の全体像を正確に把握することを阻害する事情が存在する。このことから、改善をし

ようとする「実務」全体について、プロジェクト開始時にベースラインを明確に把握する

ことは困難である。 
このような事情を踏まえると、「実務」の改善は、問題が生じている個別の事象を対象

とするものにならざるを得ないが（とはいえ、個別の事象を理解するためにも全体像の把

握が必要なのであるが）、この点は、プロジェクト開始当初から明らかであったとはいえ

ず、何をベースラインとして、何を対象に「実務」の改善を図るのか、プロジェクト期間

の前半は試行錯誤の状態であった。 
  

２－４－２ めざすべき改善の程度 
実務の「改善」は終わりのない営みであって、プロジェクトの枠内でどの程度までの

「改善」をめざすのか、そのレベルを設定することは非常に困難である。上記の、問題が

生じている個別の事象の解決についても、その解決の手段はさまざまであり、それに応じ

て改善の程度も異なる。 
この点、本プロジェクトは、コンポーネント３に起草支援を含んでおり、立法的に解決

しなければならない実務上の問題を把握し、立法的な解決をすることも予定されている。

しかしながら、立法的な解決についても、その程度はさまざまであり、改善の程度は、問

題の性質、ベトナムの状況、関連する問題の状況等を踏まえて、個別具体的に考えていく

しかない問題であると考えられる。 
 

２－４－３ 成果の測り方 
さらに、実務の「改善」をどのように測るのかについて、評価方法は法整備支援では常

に直面する問題であるが、検討しなければならない。ここで注意すべきは、プロジェクト

のゴールは「実務の改善」ではなく、「実務の改善」ができるようになるようキャパシテ

ィが向上するということである。その意味では、「改善」された結果ではなく、「改善」に

向けた取り組み、そのプロセスを検討することが必要となる。実務上の問題点を明らかに

－15－ 



 

し、その原因を分析し、解決するための方策を検討する、というプロセスにおいて、C/P
のキャパシティの変化を評価しなければならない。これをどのように行うかについては、

今後も引き続き検討を要する課題である。 
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第３章 評価結果 
 
３－１ 妥当性 

妥当性は非常に高い。 
 

３－１－１ ベトナムの政策における妥当性 
ベトナム共産党中央委員会政治局は、2005 年 5 月 24 日に第 48 号決議（2010 年までの

法制度開発戦略及び 2020 年までの同開発指針）を、2005 年 6 月 2 日に第 49 号決議

（2020 年までの司法改革戦略）を公表した。両決議の示した法・司法制度改革の方向性

は現在も一貫してベトナム政府、SPC 及び SPP の改革の指針となっている。本プロジェ

クトの内容である組織やシステムの整備、人材育成などは、上記両決議の示した内容と合

致している。また、本プロジェクトで協力の対象とした法令（改正民事訴訟法、行政訴訟

法、改正刑事訴訟法、検察院組織法、国家賠償法、不動産登記法、担保取引登録に関する

政令、判決執行法、改正民法）は、ベトナム政府が起草、改正を推進してきている法律で

あり、同国のニーズに合致している。 
 
３－１－２ ターゲット・グループのニーズとの合致 
本プロジェクトのターゲットグループ（TG）は MOJ 内担当部局、SPC、SPP、バクニ

ン省の省級人民裁判所及び県級人民裁判所、同省の省級人民検察院及び県級人民検察院、

国家司法学院（JA）である。 
SPC と SPP はベトナム憲法上に規定された司法機関であり、特に SPC は先の第 49 号決

議にて法の統一的運用に責任をもつとされている。MOJ は、中央官庁の 1 つとして所管

事項に関する法規範文書の起案や国会に提出される他省庁起案の法案審査などを行ってい

る。また JA は法曹の養成機関であることから、これらの機関が本プロジェクトの TG と

して選定されたことは妥当であったと考える。これに加えてバクニン省の省級並びに県級

人民裁判所・検察院を TG に含んだことについても、現場での実務上の課題を把握し、中

央機関にフィードバックするという本プロジェクトのアプローチを考慮すると、各級の実

情を踏まえた問題の分析、検討を図るうえで適切であったと考える。特に、2009 年 5 月

から民事訴訟法、刑事訴訟法に規定されている管轄権限を、すべての県級裁判所、県級検

察院が行使することが可能になったことから、将来的な全国レベルでの展開を視野に入れ

て、パイロット地域の県級裁判所、県級検察院を TG に含めそれらの直面する実務上の課

題を検討したことは妥当であったと考えられる。なお、事前調査では、国連開発計画

（UNDP）の担当者より、住民がアクセスするのは県レベルが多く、県レベルの司法の役

割は重要であるとのコメントも受けていた。 
 

３－１－３ わが国の援助政策におけるプロジェクトの妥当性 
わが国の対ベトナム援助政策を見ると、政府の対ベトナム国別援助計画（第 1 次案：

2008 年 5 月）では、「法整備・司法改革」に関して、これまでの協力の成果を基盤とした

協力を積極的に進めることを謳っており、「具体的には、基本法、経済法等の法令の立法

作業並びにその運用に必要な制度の構築に対する支援のほか、地方を含む現場レベルでの
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法律運用能力の向上のための人材育成に対する支援などを、有機的に相互連携させながら

実施し、『法の支配』の確立・定着を図る」としている。さらに JICA の国別援助実施計画

（案：2009 年 4 月）では、「法整備・司法改革」に関して、市場経済下の経済活動の基本

となる民法、民事訴訟法などの基本法の整備は相当程度進んだと考えられるものの、これ

らの法律を適切に運用・執行するための体制と人材は十分でないとの現状認識を踏まえて、

「具体的には、法令の制定・改正作業並びに法運用に必要な制度の構築・改善に対する支

援のほか、地方を含む現場レベルでの法運用能力の向上のための人材育成に対する支援、

法に関する情報の普及や司法へのアクセスの改善に対する支援などを、有機的に相互連携

させながら実施し、『法の支配』の確立・定着を図る」と、現場レベルでの法運用能力の

ための人材育成に対する支援に言及している。 
このように、わが国の対ベトナム援助政策は、これまで同国の市場経済化を後押しする

法制度の整備を支援方針として掲げてきたが、その成果が相当程度上がってきたとの認識

の下で、更に法の運用に必要な制度構築・改善や地方を含む現場レベルでの法律の運用能

力向上のための人材育成支援に踏み込んでいる。ベトナムの発展に対応した援助政策の変

化に照らし、裁判実務と執行の改善をねらった本プロジェクトの政策適合性は非常に高い

と考えられる。 
 

３－１－４ 技術の優位性 
本プロジェクトでは常駐の法曹三者（検察官、裁判官、弁護士）から成る長期専門家チ

ームによる支援が継続され、現地活動にあたっても弾力的な対応や複数の視点から実務的

にも専門的にも細かいアドバイスが可能になっている。また、市場経済化の下で経済活動

の基本となる民法、民訴法などの制定・改正を中心とした技術協力を 1990 年代から行っ

てきたこと、長い支援を通じて信頼関係がベトナム側との間に確立、醸成されるとともに、

日本側にもベトナムの法知識が蓄積されてきており、日本からの支援における技術的な優

位性を認めることができる。今次の中間レビュー調査時においても、MOJ より 2005 年改

正民法の再改正のための支援要請を受けたが、2005 年改正において協力してきた日本に

対する大きな期待と信頼の表れといえる。 
 

３－１－５ プロジェクトデザインの妥当性 
プロジェクトデザインに関しては、以下のとおり、①地方での実務経験を踏まえた問題

点を吸収、分析、蓄積し、中央機関の地方への支援体制の改善に活用してきたこと、②バ

クニン省がパイロット地区として選定されたことの妥当性は高いと考えられるが、③複数

の協力機関を対象に複数のコンポーネントを同時並行的に実施したことについては将来的

には改善の余地があると考えられる。 
プロジェクトのリソースが制約されているなかで、法曹三者並びに司法関連職員を同時

に対象として、効率的な活動の推進を図ることを考えると、直ちに活動を全国レベルで展

開することは難しかったと判断され、パイロット地域を設定し、そこでの実務経験を中央

機関の支援体制の改善に活用するというプロジェクトデザインは妥当であったと評価され

る。 
バクニン省をパイロット地区として選定したことについては、同省がハノイのような大

－18－ 



 

都市ではなく、また山間に位置する地方部でもない平均的な省であり、刑事・民事事件に

ついても件数面で適当なレベルであること（行政訴訟事件も皆無ではないこと）、優秀な

職員の存在、ハノイ近郊に所在していることから交通の便がよく、活動の実施にあたって

も調整しやすいことなどが関係者からあげられており、適切な選定であったと考えられる。 
複数の協力機関を対象として複数のコンポーネントを実施したことについては、関係機

関の間で国家統治機構における位置づけが相違している。このため、プロジェクトディレ

クターを担当する MOJ では、ベトナム側での各コンポーネント間、各活動間の調整が難

しい状況が続いてきた。この調整の難しさを勘案し、MOJ からはプロジェクトコンポー

ネントを各協力機関別に分割することが望ましかったのではないかとの意見が提示された。

これまでワークショップ、セミナーなどの共同開催や JCC が開催されてこなかった背景

には、このように共同活動の調整に多大な労力が必要とされたことも、その一因と考えら

れる。 
 
３－２ 有効性（予測） 

プロジェクト目標の達成は見込まれる。 
 

３－２－１ プロジェクト目標の達成の見込み 
プロジェクト目標の達成度は、中央の司法機関及び統一弁護士連合会が、現場での実務

経験から得られた教訓を Q&A 集、マニュアルや法律、法案などに反映することにより、

地方組織に対する指導、助言及び支援能力を改善する、その状態の検証により判断される。 
中央の司法機関の地方機関への指導、支援体制の改善は、これまでに Q&A 集、マニュ

アル、起草支援を通じて実施されてきており、上記成果１ないし３の達成状況と今後の達

成見込みとの関係において、プロジェクト目標達成の見込みは高いと考えられる。 
弁護士連合会は 2009 年 5 月 12 日に設立され、2009 年は組織体制の整備を中心に活動

が行われる予定であるが、今後プロジェクト事務所と協議し、プロジェクトの枠組みのな

かで具体的な支援活動の内容について協議される予定である。また、JA の教官が今後コ

ンポーネント１と２に関連する活動に積極的に参加し、その参加を通じて得られた教訓を

JA のトレーニングに反映していくことが期待されている。 
 

３－２－２ アウトプット及びプロジェクト目標達成の阻害要因 
今次調査では、プロジェクト目標達成の阻害要因として 2 要因について検討し、アウト

プットからプロジェクト目標に至る外部条件として新たに①立法計画に変更がない、②JA
が継続的に法曹の養成機関であり続ける、を加えた。前者は、国会の立法計画に変更が生

じ、各法案の今後の起草スケジュールに変更が生じた場合を想定しているが、この外部条

件の充足いかんにより、プロジェクト目標の達成が影響を受けると考えられる。また後者

については、JA 側は今後とも裁判官、検察官、弁護士、執行官、公証人その他の法律家

の養成機関であることに変わりはないとしているが、SPP では検察官教育を SPP で実施し、

SPC も裁判官教育を自前で実施する計画を有していることにかんがみて、JA がすべての

法律家の養成機関でなくとも、継続的に法曹教育機関として位置づけられることを条件と

して設定している。 
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３－３ 効率性 
効率性は高いと考えられる。 

 
３－３－１ 活動実績 
付属資料７．のとおり、ワーキングセッション、ワークショップ、現地セミナー、各種

サーベイ活動（RIA 調査など）、裁判傍聴、専門家によるコメント（起草支援、マニュア

ル関係）、トレーニングコース、本邦研修などが実施されている。投入の実績は付属資料

６．のとおりである。 
 

３－３－２ 活動に伴う変化 
上記の日本側インプットによりベトナム側にもたらされた変化について、各協力機関か

らの回答によると、専門家からのコメント形式などのインプットを積極的に採り入れ、起

草過程における条文の見直し、マニュアル、ハンドブックの改善、そして新しい概念に対

する理解を深めるとともに、専門家の支援を受けて実施した現場でのサーベイ活動やワー

クショップ/セミナーでの参加者からのコメントなどにより、現場での実務上の問題への

認識、対応が高められていることが分かる。 
 

３－３－３ 関係機関間の調整 
これまでのプロジェクト活動を概観すると、ベトナム側協力機関、JICA 専門家、そし

て日本国内の協力機関（特に法務総合研究所）、JICA 本部とベトナム事務所の強いイニシ

アティブで運営、管理されており、国内の作業部会との連携を含めて、長期専門家がハブ

となってこれを調整し、円滑な意思疎通をとりつつ、プロジェクト活動が着実に進捗して

いる。日本人専門家とベトナム側機関との間で醸成されてきた信頼関係により、情報収集

が容易になり、これが更に活動の進捗に貢献している。 
ただし、ベトナム側の各協力機関の連携は必ずしもよいとはいえず、各機関がそれぞれ

のコンポーネントを独立で行い、互いの活動経験を共有する場は十分とはいえない状況が

ある。これまではプロジェクトの年次活動計画の採択や全体的な進捗のレビュー、年次活

動計画の達成状況などの協議のために設置される JCC も開催されてこなかった。今後、

各 C/P 機関がプロジェクトの全体計画のなかでそれぞれの活動計画を位置づけ、ベトナム

側からプロジェクト全体に対するオーナーシップを発揮し、相互調整を行うための措置を

とれば、更に効率性が高まることが期待される。 
 

３－３－４ 他プロジェクトとの比較 
本プロジェクトの前フェーズであるベトナム法整備支援プロジェクトフェーズⅢとの比

較を検討するに、民法を中心とした民商事分野の立法支援と法曹強化を行ったフェーズⅢ

と本プロジェクトはスコープも期間も異なり、単純比較はできないが、効率的な実施が評

価されている前フェーズとほぼ同様な規模で実施されてきている。 
 
３－４ インパクト（予測） 

３－４－１ 上位目標 
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上位目標は、長期的な観点から達成が見込まれる。 
中央の司法関連機関と弁護士連合会の指導・支援体制の改善により、プロジェクトは裁

判、執行実務の改善に正のインパクトをもたらすと考えられる。例えば判決書マニュアル

や Q&A 集が全国の裁判官に配布され、実務に活用することができるようになれば、上位

目標で想定された状態の達成に直接貢献すると考えられる。ただ、プロジェクトの上位目

標は、その効果がプロジェクト完了後比較的短期間でベトナム全土に広がることを想定し

ており、その達成は、プロジェクト目標達成に加えて、ベトナム共産党中央委員会政治局

第 48 号決議、第 49 号決議の判決、執行に係る改革計画の実施を前提に見込む必要がある。

特に、現場での実務改善が行われるような、人材育成や能力開発が全国レベルで行われる

ことが上位目標の達成に重要な要素となると考える。実施機関は上位目標の達成に意欲を

示しており、この意欲を後押しすることがプロジェクト効果を高めるうえでより重要と考

えられたことから、上位目標については当初どおりの目標を維持し、変更は加えていない

が、ベトナム側の上位目標を達成するうえで協力機関がコントロールできず、かつ充足す

ることが必要と考えられる条件を外部条件として加えている。 
 

３－４－２ その他の効果 
その他の効果として SPC では、プロジェクト目標の達成により、裁判所に対する国民

の信頼が高まること、また訴訟活動に携わる機関、職員への信頼も増加し、訴訟活動は透

明性と効率性を高めると予想している。また MOJ では、ベトナムにて市場経済、そして

世界各国並びに近隣諸国と調和した法体制が整備されることに言及している。なお、市場

経済化の推進が、ジェンダー、民族、社会階層により異なった影響を及ぼす可能性はある

ものの、法・司法制度の整備をねらう本プロジェクトとの関係でどのような影響を及ぼす

のか、特にネガディブな影響の有無は今次調査では判明しなかった。 
 
３－５ 自立発展性（見込み） 

自立発展性は見込まれるが、今後注視する必要がある。プロジェクト便益の持続性を確保す

るためには、引き続き活動を注視するとともに、ベトナム側で必要な措置がとられるように努力

していくことが求められる。 
 

３－５－１ 政策・制度面 
中央司法機関や設立されたばかりの弁護士連合会は、その地方組織の裁判、執行実務を

継続的に支援する体制を整備していく必要がある。プロジェクトでは、今後、残されたプ

ロジェクト期間のなかで引き続き起草支援やマニュアルなどの改訂・作成支援を通じて、

現場での実務上の問題の吸い上げとその分析を踏まえた中央からの指導、支援体制を整備

していくことになる。第 48 号決議（2010 年までの法制度開発戦略及び 2020 年までの同

開発指針）、第 49 号決議（2020 年までの司法改革戦略）で示された法・司法制度改革の

方向性は現在も一貫してベトナム政府、SPP、SPC の改革の指針となっていることから、

プロジェクトで達成した便益の政策的、制度的な持続性はあると考えられる。なお、今後、

司法制度改革の枠組みのなかで、法規範文書の改正スケジュールが変更になることもある

と考えられるが、スケジュールの変更は、便益の発現に影響を与えると考えられる。 
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３－５－２ 財政面 
これまではドナーの支援を受けつつ改革を進めてきており、財政的な面での懸念は残る。

中央機関や弁護士連合会による調査、セミナー、ワークショップ、トレーニングなどが可

能となるための財政的な措置がとられることは、今後ともプロジェクト便益の持続性と拡

大に影響を与える要因と考えられる。 
 

３－５－３ 技術面 
C/P の異動は少なく、当該部署に長期間にわたって勤務しノウハウも蓄積されてきてい

ることから、企画能力は備わってきている。今後法令も改正され、それに合わせてマニュ

アルの改訂も必要になってくると思われるが、C/P には法令の改正と併行してマニュアル

の改訂を行うという発想が出てきており、今後時宜を得た対応が行われるものと考えられ

る。 
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第４章 プロジェクト後半の方向性 
 
４－１ 成果達成に向けた活動の方向性 

各成果（コンポーネント）の進捗及び今後の方針については、第２章にも記載したが、特記

すべき事項は以下のとおりである。 
 

４－１－１ 成果１（コンポーネント１） 
人民裁判所及び人民検察院との活動に関しては、醸成された信頼関係を基に、現在の活

動を更に継続・発展させていくことが必要である。 
弁護士（会）に関しては、弁護士連合会が成立したことから、弁護士連合会のメンバー

も巻き込んで、バクニン省（または他の地方）において、弁護士が直面する問題を分析し、

解決策を検討していく活動を積極的に展開することが必要である。 
司法補助機関については、執行官を、上記人民裁判所、人民検察院及び/または弁護士

会との活動に関与させ、執行実務の課題の分析及び解決策の検討をすることが求められる。 
さらに、各機関の認識の共有を図るための機関横断的な活動に関しても、積極的に検討

することが必要である。 
 
４－１－２ 成果２（コンポーネント２） 

SPC 及び SPP との活動に関しては、現在の活動を更に継続・発展させていくことが必

要である。 
弁護士連合会については、活動の開始が遅れていることから、プロジェクト期間の後半

では、成果達成に向けた大きな努力が求められる。 
MOJ との活動については、民事判決執行法、国家賠償法といった成立した（成立予定

の）法律が適切に運用されるよう、トレーニングコースを通じた普及や下位法令の整備を

することが必要である。 
加えて、各機関の認識の共有を図るための機関横断的な活動に関しても、積極的に検討

することが必要である。 
 

４－１－３ 成果３（コンポーネント３） 
改正民事訴訟法、行政事件訴訟法、改正刑事訴訟法及び改正検察院組織法については、

プロジェクト期間の後半に、精力的に起草支援を行うことが必要である。 
MOJ の所管法令については、不動産登記法及び担保取引登録令については他機関との

調整の困難があるものの、立法化に向けた取り組みに協力することが必要である。また、

改正民法については、2005 年改正民法の際の積み残しを中心に、効率的な支援を行うこ

とが求められる。 
 

４－１－４ 成果４（コンポーネント４） 
JA を他のコンポーネントの活動に巻き込み、JA の法曹養成が、実務上の問題を踏まえ

た適切なものとなるよう、支援を行うことが必要である。 
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４－２ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改訂 
プロジェクトの進捗状況及びプロジェクトを取り巻く環境の変化等を踏まえ、C/P と協議の結

果、PDM の改訂を行った。主な改訂は以下のとおり（改訂した PDM については、「付属資料１．

中間レビューミニッツ」に添付）。 
 

４－２－１ プロジェクト目標 
「実務に関する能力の改善に関する経験を蓄積」する地域として、MOJ が対象地域を

バクニン省のみに限定していないことに対応し、バクニン省に加えて「その他の地域」と

の文言を追加し、現状に合わせる形で修正した。 
なお、プロジェクト目標と成果３及び４の因果関係が明確でないように見受けられるが、

成果３との関係については、中央機関による「地方機関に対する支援体制の整備」は、現

場の問題点を分析、吸収し、中央からの指導文書や、成立したあるいは今後起草される法

令に反映することを通じて可能となるものであり、成果３はプロジェクト目標の達成に不

可欠なコンポーネントと考えられる。また、成果４との関係については、JA の講師が積

極的にコンポ―ネント 1 及び２の活動に参加し、その活動からの教訓を JA の教材や教育

活動に反映することで、実務上の問題点及びその改善策を理解した人材が育成されること

を通じてプロジェクト目標の達成に貢献するという関係にある。 
 

４－２－２ 活動の整理 
各コンポーネントに関し、関係機関と協議・合意のうえ、残されたプロジェクト期間に

おいて実施すべきものを選択・追加し、優先度の低いものは削除した。 
 

４－２－３ 指標の整理 
当初の PDM には、プロジェクト目標と成果１及び２の指標に重複が見られる、成果３

及び４とプロジェクト目標との関連性が指標に表れていない等の改善すべき点が見受けら

れたところ、プロジェクト目標と成果との因果関係を明確にすることを目的に、プロジェ

クト目標の指標を整理した。 
また、当初の PDM でプロジェクト目標の評価指標であった指標のうち、バクニン省で

の活動に関する成果に対応する指標を、成果１に関する評価指標として整理した。この整

理にあたっては、現場で入手しやすいと考えられる指標を、ベトナム側協力機関を交えて

協議した。この点は、成果２の指標の整理に関しても同様である。 
 
４－２－４ 外部条件の整理 
プロジェクト目標と上位目標との関係に関し、上位目標が「ベトナム全土で、裁判及び

執行が、公平かつ説得力があり、透明で適切かつ一貫性のあるものとなる」と設定されて

いるところ、プロジェクト目標達成後、比較的短期間（3～5 年内）でベトナム全土にわ

たり効果が広がるためには、ベトナム共産党政治局第 48 号及び第 49 号決議のうち、裁判

実務、執行に関連する司法改革の実施（特に全国レベルでの人材育成や能力向上の推進な

ど）が必要であり、これを上位目標達成のための外部条件として設定した。 
また、ベトナム側協力機関がコントロールできない機関（国会の法律委員会など）や専
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門家（法律専門家など）との協力関係についても、上位目標達成のための外部条件として

設定した。 
なお、国会の立法計画に変更が生じないこと、及び JA が継続的に法曹の養成機関であ

り続けることを、プロジェクト目標達成のための外部条件として設定した。 
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第５章 提言及び所感 
 
５－１ 提 言 

５－１－１ 相互連携について 
本プロジェクトは、3 つの機関を C/P として活動を進めているため、相互調整が重要と

なる。この点、各機関は、それぞれの活動に強いイニシアティブをもって進めているが、

プロジェクト全体としての進捗については、現状、ベトナム側が十分責任をもっていると

はいえない。今後プロジェクトの終了に向けて、プロジェクト全体の視点で、活動の進捗

と、プロジェクト目標の達成に必要となる問題についてベトナム側関係者が共通認識をも

つことが重要となるところ、JCC の開催など、情報のシェアと共同モニタリングの体制づ

くりが期待される。この点、M/M 協議の場において、ガット MOJ 国際協力局長からは、

残りのプロジェクト期間においては、JCC の開催等を含め、より、各機関間の連携を強め

ていきたいとの表明がなされたところ、今後の状況を注視する必要がある。 
なお、この点に関しては、プロジェクトディレクターであるガット局長、及び SPP の

主要な C/P であるモック検察理論研究所副所長の両名が、およそ 1 年後に定年退職するこ

とを念頭に置く必要がある。これまでは、プロジェクトの実施担当者及びモニタリング担

当者が同一人物であったため、特段の枠組みを構築しなくても、プロジェクトの進捗につ

いて各機関が適切に把握できていたが、両名が退職したあとは、プロジェクトの進捗につ

いて組織的に把握する仕組みを構築する必要性が高まることが予想される。 
 

５－１－２ 実施体制について 
本プロジェクトは複数の機関を対象にして複数のコンポーネントを実施するようにデザ

インされている。 
MOJ は、国会の執行機関である政府に直属する一機関として位置づけられる一方で、

SPC 及び SPP は憲法上に規定された司法機関として国会に直属するというように、協力

機関の間で国家統治機構における位置づけが相違している。このため、MOJ がベトナム

側の調整を行うことが難しい状況が続いてきた。 
さらに、本プロジェクトは、中央と地方の連携強化を縦軸に、制度構築、人材育成、立

法支援という大きく 3 つのコンポーネントを横軸に置いてプロジェクトが構成されており、

特に横軸の各コンポーネントについては相乗効果が認められるものの、プロジェクトのス

コープが極めて広範囲にわたり、かつ関係機関が複数存在することから、各コンポーネン

ト間で高い相乗効果をねらうためには多くの調整が必要になる。 
このような状況にかんがみ、多数の機関にまたがり多数のコンポーネントにわたる活動

を、1 つのプロジェクトにおいて実施するという枠組みが適切なのか、今後のプロジェク

トのあり方も含めて、検討すべき課題である。 
 

５－１－３ 終了時評価に向けた準備 
本プロジェクトは最終年度に当たる 2010 年度において終了時評価が予定されており、

極めて広範囲にわたる活動について PDM 上の指標に沿って評価を行うことになるため、

事前に指標の入手手段の準備をすることが必要である。特に、実務の改善についての達成
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度を定量的に評価することは非常に難しく、今後、終了時評価に向けて、速やかに準備を

進める準備がある。また、実際に使用する指標については、入手可能性、入手に係るコス

トを勘案のうえ、更に検討を行う必要がある。 
 

５－２ 団長所感 
５－２－１ プロジェクトの包括性 
本プロジェクトは、法整備支援で初めて現場の実務の改善に本格的に取り組んだプロジ

ェクトである。パイロット地区（バクニン省）の活動を通じ、地方の実務の課題を抽出・

分析し、そのフィードバック結果を生かして中央が助言・指導に必要な能力の強化を図る

という中央と地方の間の縦の連携に加え、裁判実務の改善に関係する各機関（SPC、SPP、
MOJ、弁護士連合会）の横の連携の強化を図りながら、地方が現実に抱える実務上の課題

の改善のためのメカニズムを強化することがめざされている。これに、前フェーズから続

く起草支援、そして実務上の課題を法曹人材育成に反映させるための支援が加わり、これ

らの各コンポーネントが相互に連携し、相乗効果を上げることをめざした包括的な支援枠

組みとなっている。 
今次調査においては、プロジェクト開始から 2 年が経過した段階で、それぞれのコンポ

ーネントは濃淡ありつつもおおむね順調に進捗し、プロジェクト前半においていくつかの

目に見える成果を上げていることが確認できた。通常の技術協力プロジェクト数件分とも

なる幅広い支援内容に対しこのように短期間で一定の成果を見せていることは、実務経験

豊富な法曹三者が揃って常駐し、C/P との信頼関係に基づいて日々の助言を行っているこ

とと、日本国内の支援体制（国内支援委員会等）により可能となっているものと考える。

他ドナーによる法整備支援とは異なる位置を占めており、日本の法整備の優位性といえる。 
一方、このことにより、C/P からは幅広い内容の支援要請が寄せられることとなってお

り、かつ、実務改善の範囲が明確にし難いものであるため、プロジェクトの支援範囲が広

くなる背景となっている。残された期間の活動においては、プロジェクト終了に向けて中

心的に実施するものと、将来に向けた情報収集的な位置づけで限定的なインプットを行う

もの（戸籍等）との仕分けを日本側関係者で共有し、後者については現プロジェクトとは

別の枠組みでの支援を検討することも必要であろう。 
 
５－２－２ プロジェクト終了後の方向性 
本プロジェクトは、現時点において、2011 年 3 月のプロジェクト終了時までにプロジ

ェクト目標を達成する見込みが高いと判断されるが、ベトナム共産党決議 2005 年 48 号、

49 号の方向性を日本として引き続き支援していくことは、対ベトナム法整備支援として

非常に重要である。今後の支援の方向性については、現地及び日本国内で今後検討を進め

ていくこととなるが、本プロジェクトの成果を生かしつつ、さらに中央から地方への指

導・助言体制の改善、強化に焦点を当て、将来的な支援の終了を見据えて日本側の関与の

度合いを徐々に薄めながら支援を行うことが考えられる。 
また、3 機関（弁護士会が正式に入れば 4 機関）にまたがる体制で実施した本プロジェ

クトの教訓を踏まえ、今後の協力の枠組みと実施体制についても、プロジェクト後半の各

機関の連携強化の状況を見つつ、今後更に現地専門家と検討を深めていくこととしたい。 
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５－２－３ 弁護士連合会との活動 
設立が遅れていた弁護士連合会については、2009 年 5 月に設立となった（正式には現

在 MOJ の承認待ち）。本プロジェクトにおける弁護士会関連の活動については、今後長期

専門家が弁護士連合会の執行部との協議を通じて調整していくこととなる。場合によって

は、弁護士会と別途覚書（MOU）を結ぶ等して協力内容とプロジェクトにおける弁護士

会の役割を明確化することも必要となると思われるところ、JICA ベトナム事務所におか

れても、バックアップをお願いしたい。 
 

５－２－４ JA について  
本プロジェクトは、JA にて法曹三者教育が行われる前提で始まったが、現在、SPP は

候補者を派遣しておらず、SPC も裁判官養成校が設立されたのちは独自に教育を行うこと

を今回の調査時に断言した。裨益する対象者が減ったことは否めないが、弁護士について

は引き続き養成機関としての JA の役割が継続すること、2012 年までは裁判官の養成も継

続すること等にかんがみ、本プロジェクトにおいては支援を継続することが妥当と判断し

た。今後の法曹教育の方向性を見守っていく必要がある。 
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評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目
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源

 
デ
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収
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方
法

 
評
価
結

果
 

1.
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当
性

 

社
会

の
ニ

ー
ズ

に
合

致

し
て
い
る
の

か
？
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A
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産
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決

議
48

号
、

49
号

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
1-

1 
必
要

性
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ー

ゲ
ッ

ト
グ
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プ
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の
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ー
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に

合
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し
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る
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か
？
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P
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ク
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ン
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裁

判
所
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検

察

院
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専
門
家

 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

ベ
ト
ナ

ム
国
長

期
開

発
計

画
に
お

け
る

裁
判

実
務
強

化
分

野
の
位

置
づ

け
、

協
力
の

対
象

で
あ
る

法
令

の
国
会

で
の

立
法

計
画
、

権
限

委
譲

/機
構
変
更

、
改
革
な
ど

の
進
捗
状
況

 

共
産

党
決

議
48

号
、

49
号
、

権
限

委
譲

制
度

改
革

に

係
る

資
料

（
目

標

年
20

11
年
）

 

資
料
レ
ビ
ュ
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質
問
票
調
査

 

ベ
ト

ナ
ム

政
府
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、

市
場

経
済

化
に

向
け

た
法

制
度

の
整

備
が

急
務

で
あ

る
と

の
認

識
の

下
で

、
20

01
年

1
月

に
「

Le
ga

l 
N

ee
ds

 A
ss

es
sm

en
t

（
LN

A
）

」
の

実
施
を

司
法

省
（

M
O

J）
に

指
示

し
た

が
、

本
ア

セ
ス

メ
ン

ト
の

結
果

を
受
け
た

ベ
ト

ナ
ム

共
産

党
中

央
委
員
会
政
治

局
は

、
20

05
年

5
月

24
日
に
第

48
号
決
議
（

20
10

年
ま
で
の
法

制
度
開
発

戦
略
及
び

20
20

年
ま
で

の
同
開
発

指
針
）
を
、

20
05

年
6
月

2
日
に
第

49
号
決

議
（

20
20

年
ま
で

の
司

法
改

革
戦

略
）

を
公

表
し

た
。

両
決

議
の

示
し

た
法
・

司
法

制
度

改
革

の
方

向
性

は
現

在
も

一
貫

し
て

ベ
ト

ナ
ム

政
府

、
最

高
人

民
検

察
院
（

SP
P）

及

び
最

高
人

民
裁

判
所

（
SP

C
）

の
改

革
の

指
針

と
な

っ
て
い

る
。

特
に

、
本

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
の
関

係
で

は
組

織
や

シ
ス
テ

ム
の

整
備

、
人

材
育
成

な
ど

が
関

連
す
る
と
考

え
ら
れ
る
。

 
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
協
力

の
対
象

と
し
た

法
令
（

改
正

民
事

訴
訟

法
、
行

政
訴
訟

法
、
改

正
刑
事

訴
訟
法
、

検
察

院
組
織

法
、
国

家
賠
償

法
、

不
動

産
登

記

法
、

担
保

取
引

登
録

に
関
す

る
政

令
、
判

決
執
行

法
、

改
正

民
法

）
は
、

ベ
ト
ナ

ム
政
府

が
起
草

、
改
正

を
推
進

し
て
き

て
い

る
法

律
で

あ
り
、

同
国
の
ニ
ー

ズ
に
合
致
し

て
い
る

 。
 

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
期
間
（

20
07

年
4
月
～

20
11

年
3
月
）
は
、

ベ
ト
ナ

ム
側
が
特
に

20
10

年
を
県
級
裁
判

所
へ
の
権
限
委
譲
、

検
察
院
の
機
構
変
更

等
の
制

度
改
革
目
標

の
節
目
の
年
と
し
て

い
る
点
に
対
応
し
て

お
り
、
ベ
ト
ナ
ム
側

長
期
戦
略
の
タ
イ
ミ

ン
グ
に
も
合
致
し
て

い
る
こ
と
に
も
変
わ
り
は
な
い
。

 

開
発
政
策
と

の
整
合
性

事
前
評

価
以

降
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を
取

り
巻

く
変
化

は
あ
っ

た
の

か
？

（
政

策
、
経

済
、

社
会
な
ど
）

 

SP
C

、
SP

P
、

M
O

J 
質
問
票
調
査

 
基
本
的
に

変
化
は
な
い
。
第

48
号
決
議
、

第
49

号
決
議
の
延
長
線
上
の

司
法
改
革
を
現
在
も
推
進
し
て
い

る
。

 

1-
2 

優
先

度
 

日
本

の
援

助
政

策
・

JI
C

A
国

別
事
業

実
施
計

画
と
の
整
合

性
 

わ
が
国

の
対

ベ
ト
ナ

ム
援

助
方

針
・
計

画
に

お
け
る
裁
判
実
務
強
化

分
野
の
位
置
づ
け

 
対

ベ
ト

ナ
ム

国
別

援
助

計
画

（
20

04
年

4
月

）
、

JI
C

A
の

国
別

事
業

実
施

計
画

 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
日

本
政

府
の

対
ベ
ト

ナ
ム
国
別

援
助

計
画
（

20
04

年
4

月
）

で
は

、
「

①
成

長
促

進
」

「
②

生
活

社
会

面
で
の

改
善

」
及
び

「
③

制
度

整
備

」
を

重
点

分

野
と

し
て

い
る

。
こ

の
う

ち
「
制

度
整
備

」
の
分

野
横

断
的

な
も

の
に
お

け
る
重

点
事
項

と
し
て

「
法
整

備
支
援

」
が
挙

げ
ら

れ
、

以
下

の
と
お

り
方
針
が
述

べ
ら

れ
て

い
る

：
「

市
場

経
済
化

の
基
礎

と
な
る

民
法

、
民

事
訴

訟
法
等

の
立
法

支
援
、

司
法
制

度
の
透

明
性
確

保
に
重

点
を

お
い

た
司

法
改
革

支
援
、
法

曹

養
成

機
関

の
機

能
強

化
に

よ
る
人

材
育
成

へ
の
支

援
に

重
点

的
に

取
り
組

む
と
と

も
に
、

司
法
改

革
と
関

連
し
て

必
要
と

な
る
法
律

情
報

の
整
備

・
普
及
に
係

る
支
援
を
検

討
す
る
」
。

JI
C

A
は
上
記

国
別
援
助
計
画
を
踏
ま
え
て
、

20
05

年
12

月
の
国
別
事
業
実
施
計

画
の

な
か
で
、
「
制

度
整
備
」
の
重

点
事
項
と
し

て
、

次
の

と
お

り
法

制
度

整
備
を

位
置
づ

け
て
い

る
：

「
当

該
分

野
の
支

援
は
、

法
整
備

支
援
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

実
施
を

通
し

て
、

民
法

を
中
心

と
し
た
民
商

事
分

野
立

法
に

焦
点

を
当

て
、
市

場
経
済

化
に
適

合
し

た
法

制
度

整
備
に

貢
献
し

て
き
た

。
今
後

、
法
曹

養
成
機

関
の
強

化
も

視
野

に
入

れ
た
協

力
を
含
め
、

同
分
野
に
お

け
る
協
力
の
拡
大
実

施
を
図
る
。
ま
た
、

司
法
改
革
と
関
連
し

て
必
要
と
な

る
法
律
情
報
の
整
備

・
普
及
に
係
る
支
援

も
検
討
す
る
」

。
 

次
に

、
最

近
年

の
わ

が
国

の
対

ベ
ト

ナ
ム

援
助

政
策

を
見

る
と

、
政

府
の

対
ベ

ト
ナ

ム
国

別
援

助
計

画
（

第
1

次
案

：
20

08
年

5
月

）
で

は
、

「
法

整

備
・

司
法

改
革

」
に

関
し

て
、
こ

れ
ま
で

の
協
力

の
成

果
を

基
盤

と
し
た

協
力
を

積
極
的

に
進
め

る
こ
と

を
謳
っ

て
お
り

、
「

具
体

的
に

は
、
基

本
法
、
経
済

法
等

の
法

令
の

立
法

作
業

並
び
に

そ
の
運

用
に
必

要
な

制
度

の
構

築
に
対

す
る
支

援
の
ほ
か

、
地

方
を
含

む
現
場

レ
ベ
ル

で
の

法
律

運
用

能
力
の

向
上
の
た
め

の
人

材
育
成

に
対

す
る

支
援

な
ど

を
、

有
機

的
に

相
互

連
携

さ
せ

な
が

ら
実

施
し

、
『

法
の

支
配

』
の

確
立

・
定

着
を

図
る

」
と

し
て

い
る

。
さ

ら
に

JI
C

A
の

国
別
援

助
実

施
計

画
（
案

：
20

09
年

4
月

）
で

は
、
「

法
整
備

・
司

法
改

革
」

に
関
し

て
、
市

場
経
済

下
の
経

済
活

動
の

基
本

と
な
る

民
法
、

民
事
訴

訟

法
な

ど
の

基
本

法
の

整
備

は
相
当

程
度
進

ん
だ
と

考
え

ら
れ

る
も

の
の
、

こ
れ
ら

の
法
律

を
適
切

に
運
用

・
執
行

す
る
た

め
の

体
制

と
人

材
は
十

分
で
な
い
と

の
現

状
認

識
を

踏
ま

え
て

、
「
具

体
的
に

は
、
法

令
の

制
定

・
改

正
作
業

並
び
に

法
運
用

に
必
要

な
制
度

の
構
築

・
改
善

に
対

す
る

支
援

の
ほ
か

、
地
方
を
含

む
現

場
レ

ベ
ル

で
の

法
運

用
能
力

の
向
上

の
た
め

の
人
材

育
成

に
対

す
る

支
援
、

法
に
関

す
る
情

報
の
普

及
や
司

法
へ
の

ア
ク

セ
ス

の
改

善
に
対

す
る
支
援

な

ど
を

、
有

機
的

に
相

互
連

携
さ
せ

な
が
ら

実
施
し

、
『

法
の

支
配

』
の
確

立
・
定

着
を
図

る
」
と

、
現
場

レ
ベ
ル

で
の
法

運
用
能
力

の
た

め
の
人

材
育
成
に
対

す
る
支
援
に

言
及
さ
れ
て

い
る
。

 
こ

の
よ
う

に
、
わ
が

国
の

対
ベ
ト

ナ
ム
援

助
政
策

は
、
こ
れ

ま
で

同
国
の

市
場
経

済
化
を

後
押
し

す
る
法
制

度
の

整
備
を

支
援
方

針
と
し

て
掲

げ
て

き
た

。

そ
し

て
そ

の
成

果
が

相
当

程
度
上

が
っ
て

き
た
と

の
認

識
の

下
で

、
さ
ら

に
法
の

運
用
に

必
要
な

制
度
構

築
・
改

善
や
地

方
を

含
む

現
場

レ
ベ
ル

で
の
法
律
の

運
用

能
力

向
上

の
た

め
の

人
材
育

成
支
援

に
踏
み

込
ん

で
お

り
、

こ
の
観

点
か
ら

裁
判
実

務
と
執

行
の
改

善
を

ね
ら

っ
た

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
政

策
と
の
適
合

性
は
非
常
に

高
い
と
考
え

ら
れ
る
。

 

 

1-
3 

手
段

と
し

て
の

適
切

性
 

戦
略

、
ア

プ
ロ

ー
チ

と

し
て
の
適
切

性
 

・
 パ

イ
ロ

ッ
ト

地
区

で
の
経

験
の

蓄
積

と
そ

の
蓄

積
を

中
央
が

吸
収

し
、
地

方
組

織
の

支
援
を
行
う
ア
プ
ロ

ー
チ
の
適
切

性
 

・
 バ

ク
ニ

ン
省

を
パ

イ
ロ

ッ
ト
地

区
に

選
定

し
た
こ
と
の
適
切
性

 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
1）

地
方
で

の
実
務
経
験
を
中
央

機
関
の
支
援
体
制
の

改
善
に
活
用
す
る
こ

と
に
つ
い
て

 
本

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

は
、
パ

イ
ロ
ッ

ト
地
区

で
あ
る

バ
ク

ニ
ン

省
に

お
け
る

裁
判
実

務
等
に

関
す

る
能

力
改

善
に
関

す
る
経

験
の
蓄

積
及

び
そ

の
蓄

積
さ
れ

た

経
験

を
中

央
が

吸
収

、
分

析
し
て

活
用
し

、
中
央

に
お
け

る
実
務

支
援
の

体
制
を

改
善
す
る

こ
と

に
よ
り

、
そ
の

地
方
組

織
に

対
す

る
指

導
、
助

言
及
び
支
援

能
力
を
改
善

す
る
も
の
で
あ
る
。

 
質
問
票
の

回
答
に
よ
れ

ば
、

SP
C

は
法
の

運
用
・
執
行
に
お
け

る
法
の
適
用
上
の
不

備
に
つ
い
て
、

現
段
階
で
全
国
レ
ベ

ル
の
活
動
が
展
開
で

き
な
い
の
で

あ
れ

ば
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

域
で
の

結
果
を

踏
ま
え

て
全

国
展

開
を

図
る
と

い
う
、

本
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
で
採

用
さ
れ

た
段
階

的
ア

プ
ロ

ー
チ

を
評
価

し
て
い
る
と

考
え
ら
れ
る
。

SP
P
の
基
本
的

な
姿

勢
も
同
様
と
考

え
ら
れ
る
。

 
M

O
J
に

つ
い

て
も

、
執

行
官

に
対

す
る

ト
レ

ー
ニ

ン
グ

は
ド

ン
ナ

イ
省

で
ベ

ト
ナ

ム
南

部
の

判
決

執
行

局
か

ら
の

参
加

を
得

て
実

施
さ

れ
、

ま
た

ハ
ノ

イ

で
も

全
国

の
民

事
判

決
執

行
機
関

を
対
象

に
セ
ミ

ナ
ー

が
開

催
さ

れ
て
い

る
。
こ

の
よ
う

な
ト
レ

ー
ニ
ン

グ
、
セ

ミ
ナ
ー

の
場

は
、

体
系

的
に
現

場
の
実
務
上

の
問

題
を

吸
収

し
、

中
央

の
支
援

体
制
の

強
化
に

活
用
さ

れ
る

と
い

う
レ

ベ
ル
に

は
ま
だ

至
っ
て

い
な
い

も
の
の

、
参
加

者
で

あ
る

現
場

の
執
行

官
か
ら
の

意

見
が

提
出

さ
れ

る
双

方
向

的
な
意

見
交
換

の
機
会

を
提

供
し

て
い

る
。
た

だ
、
地

方
で
の

実
務
経

験
を
吸

収
す
る

際
に
、

特
定

の
地

域
を

対
象
と

す
る
の
か
、

全
国
規
模
で

行
う
の
か
と
い
う
点

に
つ
い
て
は

M
O

J
か
ら
異

論
が
出
さ
れ
て
い
る
。

M
O

J
は
事
前
調
査
の
段

階
で
、
そ
れ
ま
で

の
フ
ェ
ー
ズ
で
は
中

央
政
府

４．評価グリッド 

－69－ 



 
2

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

の
体

制
づ

く
り

が
中

心
に

な
っ
て

い
た
こ

と
か
ら

、
新

た
な

プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
で
は

、
地
方
政

府
の

便
益
を

拡
大
す

べ
く
、

パ
イ

ロ
ッ

ト
地

区
を
一

箇
所
に
絞
る

の
で

は
な

く
、

民
法

の
考

え
方
を

地
方
の

実
務
機

関
ま

で
普

及
浸

透
し
、

職
員
の

能
力
の

底
上
げ

を
図
る

べ
き
こ

と
が
主

張
さ

れ
て

い
た

（
事
前

調
査
面
談
記

録
：
事
前
評

価
付
属
資
料

2-
4(

1)
20

07
年

2
月

1
日

M
O

J
と
の
面

談
記
録
）
。
事

業
開
始
後
も

M
O

J
の
こ

の
立
場
に
は
変
化
は
な
く
、

M
O

J
に
と

っ
て
の

パ
イ
ロ
ッ
ト

地
区
は
バ
ク
ニ
ン
省

で
は
な
く
、

全
国
を
対
象
に
し
た

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2
に
対
応

す
る
活
動
と

し
て
実
施
さ
れ
て
い

る
。
こ
の
点
に
関
し

て
、
中

間
レ

ビ
ュ

ー
調

査
に

て
M

O
J
側

は
、
バ

ク
ニ
ン

省
で
は

一
定

の
成

果
を

得
ら
れ

た
こ
と

を
評
価

し
つ
つ

も
、

全
国

レ
ベ

ル
で
の

成
果
の

達
成
に

は
至
っ

て
い

な
い

こ
と

、
全

国
展

開
を

図
る
べ

き
活
動

に
つ
い

て
は

、
パ

イ
ロ

ッ
ト
地

域
に
限

定
し
て
実

施
す

る
こ

と
は

で
き

な
い
こ

と
か
ら

今
後
全

国
展
開

を
図
っ
て
い

き
た
い
と
し

て
い
る
。

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

リ
ソ
ー

ス
が

制
約

さ
れ

て
い
る

な
か

で
、

効
率

的
な
活

動
を
実

施
す
る

こ
と

を
考

え
る

と
、
活

動
を
全

国
レ
ベ

ル
で

直
ち

に
展

開
す
る
こ

と
は

難
し

か
っ

た
と

判
断

さ
れ
、

パ
イ
ロ

ッ
ト
地

域
を

設
定

し
、

そ
こ
で

の
実
務

経
験
を

中
央
機

関
の
支

援
体
制

の
改
善

に
活

用
す

る
と

い
う
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト

デ
ザ
イ
ン
は

妥
当
で
あ
っ
た
と
評

価
さ
れ
る
。

 
2）

バ
ク
ニ

ン
省
の
パ
イ
ロ
ッ
ト

地
区
と
し
て
の
適
切

性
に
つ
い
て

 
バ

ク
ニ
ン

省
を
パ
イ

ロ
ッ

ト
地
区

と
し
て

選
定
し

た
こ
と
に

つ
い

て
は
、

同
省
が

ハ
ノ
イ

の
よ
う

な
大
都
市

で
は

な
く
、

ま
た
山

間
に
位

置
す

る
地

方
部

で

も
な

い
平

均
的

な
省

で
あ

り
、
刑

事
・
民

事
事
件

に
つ
い

て
も
件

数
面
で

適
当
な

レ
ベ
ル

で
あ
る

こ
と
（

行
政
訴

訟
事
件

も
皆

無
で

は
な

い
こ
と

）
、
優
秀
な

職
員

の
存

在
、

ハ
ノ

イ
近

郊
に
所

在
し
て

い
る
こ

と
か
ら

交
通
の

便
が
よ

く
、
活

動
の
実
施

に
あ

た
っ
て

も
調
整

し
や
す

い
こ

と
な

ど
が

関
係
者

か
ら
挙
げ
ら

れ
て
お
り
、

適
切
な
選
定
で
あ
っ

た
と
考
え
ら

れ
る
。

 

・
 複

数
の

機
関

（
裁

判
所

、
検

察
院

、
弁

護

士
）

を
協

力
機
関

と
し

て
包
括

的
に

支
援

し
て

き
た

こ
と
の

適
切

性
（
相

乗
効

果
の

有
無
な
ど
）

 
             

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

複
数

の
協

力
機

関
（

M
O

J、
SP

C
、

SP
P、

設
立

が
予

定
さ

れ
て

い
た

弁
護

士
連

合
会

、
バ

ク
ニ

ン
省

の
省

級
・

県
級

の
人

民
裁

判
所

と

人
民
検
察
院

）
を
対
象
に
し
て
複

数
の
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン

ト
（
コ
ン
ポ

ー
ネ
ン
ト

1～
4）

を
実
施
し
た
。

な
か
で
も
、
協
力

機
関
の

1
つ
で
あ
る

M
O

J
は
、
国

会
の
執
行
機

関
で
あ
る
政
府
に
直

属
す
る
一
機
関
と
し

て
位
置
づ
け
ら
れ
る

一
方
で
、
他
の
協
力

機
関
で
あ
る

SP
C
、

SP
P
は

憲
法
上
に
規
定
さ

れ
た
司
法
機

関
と

し
て

国
会

に
直

属
す

る
と
い

う
、
協

力
機
関

の
間

で
国

家
統

治
機
構

に
お
け

る
位
置

づ
け
が

相
違
し

て
い
る

。
こ
の

た
め
、
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

デ
ィ
レ
ク
タ

ー
を

担
当
す

る
M

O
J
で
は

、
ベ

ト
ナ

ム
側

で
の
各

コ
ン
ポ

ー
ネ
ン

ト
間

、
各

活
動

間
の
調

整
が
難

し
い
状
況

が
続

い
て
き

た
と
聴

取
し
た

。
こ

の
調

整
の

難

し
さ

を
勘

案
し

、
M

O
J
か

ら
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
を

各
協

力
機

関
別

に
分

割
す

る
こ

と
が

望
ま

し
か

っ
た

の
で

は
な

い
か

と
の

意
見

が
提

示

さ
れ
た
。
こ

れ
ま
で
ワ
ー
ク
シ
ョ

ッ
プ
、
セ
ミ
ナ
ー
な
ど
の
共
同
開

催
や
合
同
調
整
委
員

会
（

Jo
in

t 
C

oo
rd

in
at

io
n 

C
om

m
itt

ee
：

JC
C
）
が
開
催
さ
れ

て
こ
な

か
っ
た
背
景

に
は
、
こ
の
よ
う
に

共
同
活
動
の
調
整
に

多
大
な
労
力
が
必
要

と
さ
れ
た
こ
と
も
そ

の
一
因
と
考

え
ら
れ
る
。

 
本
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
は
、
中
央
と

地
方
の
連
携
強
化
を

縦
軸
に
、
制

度
構
築
、
人
材
育
成

、
立
法
支
援
と
い
う

大
き
く

3
つ

の
コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト
を
横
軸
に
お

い
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

が
構

成
さ
れ

て
い
る

が
、
特

に
横

軸
の
各

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン
ト

に
つ
い

て
は
相

乗
効

果
が

ね
ら

わ
れ
、

そ
の

効
果

は
あ

る
程
度

認
め
ら
れ
る

も
の

の
、

極
め

て
広

範
囲
に

わ
た

り
、
か

つ
関
係

機
関

が
複

数
存

在
す
る

こ
と
か

ら
、
各

コ
ン
ポ

ー
ネ

ン
ト

間
で

高
い
効

果
を

ね
ら

う
た

め
に
は
多

く
の
調

整

が
必
要
に
な

る
。

こ
れ
は
後
述
す
る

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

・
デ
ザ
イ

ン
・
マ
ト

リ
ッ

ク
ス
（

PD
M
）
上

の
論
理
的
整

合
性
に
も
反
映

さ
れ

て
い
る
と

い
え
る
。

前
述

の
と

お
り

、
各

協
力

機
関

の
統
治

機
構
上

の
位
置

づ
け
が

異
な
る

こ
と
も

あ
り
、

関
係
機

関
間
の

調
整
を

行
う
場

合
は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
務
所

の
長
期
専
門

家
が

主
要

な
役

割
を

演
じ

る
こ
と

に
な
る

。
こ
の

点
を

勘
案

す
る

と
各
コ

ン
ポ
ー

ネ
ン
ト

を
分
離

、
実
施

し
、
全

体
を
プ

ロ
グ
ラ
ム

と
し

て
形
成

す
る
と
い
う

実
施

体
制

を
組

む
こ

と
も

将
来
的

に
は
考

え
得
る

代
替
案

と
い
え

る
。
た

だ
、
こ

の
場
合

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト
事
務

所
の
人

的
、

物
的

体
制

は
限
定

さ
れ
て
い
る

こ
と
も
あ
り

、
日
本
国
内
の
関
係

機
関
の
派
遣

体
制
も
含

め
て
代
替
案
の
可

能
性
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

TG
の
選

定
の
適
切
性

 
TG

（
司

法
省

、
SP

C
、

SP
P、

バ
ク

ニ
ン

省

の
省
級

人
民

裁
判
所

、
県

級
人

民
裁
判

所
、

同
省

省
級

人
民

検
察

院
、

県
級

人
民

検
察

院
、
国
家
司
法
学
院
）
の
適
切
性

 

M
O

J
、

SP
C

、
SP

C
 

質
問
票
調
査

 
SP

C
と

SP
P
は
ベ

ト
ナ
ム
憲
法
上
に
規

定
さ
れ
た
司
法
機
関

で
あ
り
、
特
に

SP
C
は
先
の
第

49
号

決
議
に
て
法
の
統
一

的
運
用
に
責
任
を
も

つ
と
さ
れ
て

い
る
。

M
O

J
は
、

中
央
官

庁
の

1
つ

と
し

て
所
管

事
項
に

関
す
る

法
規
範

文
書
の

起
案
や

国
会
に

提
出
さ

れ
る
他

省
庁

起
案

の
法

案
審
査

な
ど
を

行
っ
て

い

る
。
ま
た
国

家
司
法
学
院
（

JA
）
は
法
曹
の
養
成
機

関
で
あ
る
こ
と
か
ら

、
こ
れ
ら
の
機
関
が

本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

TG
と
し
て

選
定
さ
れ
た
こ
と
は

妥
当
で

あ
っ
た
と
考

え
る
。
こ
れ
に
加
え
て
バ
ク
ニ
ン

省
の
省
級

並
び
に
県
級
人
民

裁
判
所
・
検

察
院
を

TG
に
含
ん
だ
こ
と
に
つ
い
て

も
、
現
場
で
の

実
務
上
の
課

題
を

把
握

し
、

中
央

機
関

に
フ
ィ

ー
ド
バ

ッ
ク
す

る
と

い
う

本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

ア
プ
ロ

ー
チ
を

考
慮
す

る
と
、

各
級
の

実
情

を
踏

ま
え

た
問
題

の
分
析
、
検

討
を

図
る

う
え

で
適

切
で

あ
っ
た

と
考
え

る
。
特

に
、

20
09

年
5

月
か
ら

民
事

訴
訟
法

、
刑
事

訴
訟
法

に
規

定
さ

れ
て

い
る
管

轄
権
限

を
、
す

べ
て
の

県
級

裁
判

所
、

県
級

検
察

院
が

行
使
す

る
こ
と

が
可
能

に
な
っ

た
こ

と
か

ら
、

将
来
的

な
全
国

レ
ベ
ル

で
の
展

開
を
視

野
に
入

れ
て

、
パ

イ
ロ

ッ
ト
地

域
の
県
級
裁

判
所
、
県
級

検
察
院
を

TG
に
含
め
そ
れ
ら

の
直
面
す
る
実
務
上

の
課
題
を
検
討
し
た

こ
と
は
妥
当
で
あ
っ

た
と
考
え
ら
れ
る
。

な
お
、
事
前
調
査
で

は
、
国

連
開

発
計

画
（

U
N

D
P）

の
担

当
者
よ
り

、
住
民

が
ア

ク
セ

ス
す

る
の

は
県

レ
ベ

ル
が
多

く
、

県
レ

ベ
ル
の

司
法

の
役
割

は
重

要
で

あ
る

と
の

コ
メ
ン

ト
も

受

け
て
い
た
。

 

TG
以

外
へ

の
波

及
効

果
 

TG
以

外
へ

の
波

及
効

果
に

は
現

在
ど

の
よ

う
な
効
果
が
予
想
さ
れ
る
の
か
？

 
専
門
家

 
セ

ミ
ナ

ー
、

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
な

ど

の
参

加
者

実
績

と

今
後
の
予
定

 

不
動

産
登
記

法
、

判
決

執
行

法
の

ド
ラ

フ
ト

な
ど

に
関

す
る

セ
ミ

ナ
ー

や
本

邦
研

修
に

は
、

TG
と

想
定

し
た
機

関
以

外
に

も
国

会
議

員
、

他
省

庁
職

員
、

金
融

機
関

職
員

も
参

加
し
て

い
る

。
国
会

議
員
の
参

加
は

立
法
化

の
た
め

に
と
ら

れ
た
措
置

と
考

え
ら
れ

、
ま
た

他
の
機

関
か
ら

の
参
加

は
、

実
務

的
な
問
題

の
聴
取
や
ド

ラ
フ
ト
の
考
え
方
の

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
が

行
わ
れ
て
い
る
と
考

え
ら
れ
、
起

草
さ
れ
た
ド
ラ
フ
ト

に
は
、
よ
り
実
務
的

な
対
応
が
期
待
さ
れ

る
。

 

1-
4 

援
助

協
調

 
他

ド
ナ

ー
と

の
援

助
協

調
 

ど
の
よ
う
な
相
乗
効
果

が
あ
っ
た
の
か
？

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
表

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
他

の
援

助
機

関
と

の
協

調
に

は
、

SP
C

へ
の

支
援

に
関

連
し

て
、

デ
ン

マ
ー

ク
の

開
発

援
助

シ
ス

テ
ム

（
D

an
is

h 
In

te
rn

at
io

na
l 

D
ev

el
op

m
en

t 
A

ss
is

ta
nc

e：
 D

A
N

ID
A
）

や
カ
ナ

ダ
国

際
開

発
庁

（
C

an
ad

ia
n 

In
te

rn
at

io
na

l 
D

ev
el

op
m

en
t 

A
ge

nc
y：

C
ID

A
）
の

法
整

備
支

援
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

中
心

と

な
り

、
ド

ナ
ー

間
ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

が
開

催
さ

れ
て

お
り

、
こ

れ
に

長
期

専
門

化
が

参
加

し
て

い
る

。
ミ

ー
テ
ィ

ン
グ

で
は

SP
C

関
連

の
支

援
の

現
状

や
予

定

な
ど
の
意
見

交
換
が
行
わ
れ
て
い

る
。
ま
た
、

U
N

D
P

が
中

心
に
な
っ
て

法
分
野
で
の
支
援
調

整
や
政
策
ミ
ー
テ
ィ

ン
グ
が
行
わ
れ

て
い
る
が
、
こ
の
ミ

ー
テ

ィ
ン
グ
に
長

期
専
門
家
が
参
加
し
て
い
る
。

 
D

A
N

ID
A

と
は
、

SP
C

関
連

で
新
民

事
訴

訟
法

を
テ

ー
マ

に
、

北
部
と

南
部

の
裁

判
官

を
対

象
に

し
た

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
が

共
催
さ

れ
て

い
る

。
ま

た
、

－70－ 



 
3

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

SP
P
関
連
で
は

、
検
察

官
教
育
（
犯
罪
捜
査

に
関
す
る
訓
練

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
）
を

テ
ー
マ
に

SP
P
並
び

に
県
級
検
察
院
を
対

象
と
し
た
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
ク

ア
ン
ニ
ン
省

で
共
催
さ
れ
て
い
る

。
ま
た
、

D
A

N
ID

A
の
、
国
会

や
SP

C
を
対

象
と
し
た
法

解
釈
に
関
す
る
セ
ミ

ナ
ー
へ
の
長
期
専
門

家
の
参
加
、
検
察

官

養
成
を
テ

ー
マ

に
SP

P
と

開
催

し
た
ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ
プ

で
の

日
本
の
経
験

の
プ

レ
ゼ
ン
テ

ー
シ

ョ
ン
、

D
A

N
ID

A
支
援
に
て
開

催
さ

れ
た

「
弁

護
士
連

合
会

設
立
の
た
め

の
作
業
」
を
テ
ー
マ

と
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ

ッ
プ
へ
の
長
期
専
門

家
の
参
加
が
挙
げ
ら

れ
る
。

D
A

N
ID

A
と
共
催
し
た
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
に
関
し
て

は
、

内
容

面
で

は
例

え
ば

、
日
本

と
他
国

の
刑
事

訴
訟

法
の
比

較
対

照
を

実
施
す

る
こ
と

が
可
能

に
な

る
と

い
う

質
的
メ

リ
ッ
ト
、

運
営

面
で
は

予
算
手
当

て

の
弾
力
的
な

対
応
が
可
能
と
な
る

と
い
う
量
的
メ
リ
ッ

ト
が
あ
る
（
共
催
に

よ
り
、
よ
り
大
規
模

な
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ

を
行
う
こ
と
も
可
能

と
な
る
）
。

 
ま
た
、
今

後
判
決
書
マ
ニ
ュ
ア

ル
に
つ
い
て

C
ID

A
が
支
援
し
て
い
る
裁
判
所
養
成

学
校
の
テ
キ
ス
ト
と

し
て
活
用
す
る
こ
と

も
協
議
さ
れ
て
い
る

。
こ
の

よ
う
に
相
互

に
相
乗
効
果
を
高
め

つ
つ
、
他
の
援
助
機

関
と
の
協
力
関
係
が

築
か
れ
て
い
る
と
評

価
さ
れ
る
。

 

1-
5 

日
本

の
援

助
の

優
位

性
 

日
本
の
技
術

の
優
位
性

裁
判
実

務
、

検
察
実

務
、

登
記

、
執
行

実
務

に
関
し

て
、

ベ
ト
ナ

ム
国
に

お
け
る
日

本
の

技
術
の
優
位
性
は
あ
る
か
。

 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
資

料
レ

ビ
ュ

ー
質

問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

本
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

で
は
常

駐
の
法

曹
三
者
（

検
察

官
、
裁

判
官
、

弁
護
士

）
か
ら

成
る
長

期
専

門
家

チ
ー

ム
に
よ

る
支
援

が
継
続

さ
れ

、
現

地
活

動
に
あ
た

っ
て

も
弾

力
的

な
対

応
や

複
数
の

視
点
か

ら
実
務

的
に

も
専

門
的

に
も
細

か
い
ア

ド
バ
イ

ス
が
可

能
に
な

っ
て
い

る
。
ま

た
、

市
場

経
済

化
の
下

で
経
済
活
動

の
基

本
と

な
る

民
法

、
民

訴
法
な

ど
の
制

定
・
改

正
を
中

心
と

し
た

技
術

協
力
を

19
90

年
代
か

ら
行
っ

て
き
た
こ

と
、

長
い
支

援
を
通

じ
て
信

頼
関

係
が

ベ

ト
ナ

ム
側

と
の

間
に

確
立

、
醸
成

さ
れ
る

と
と
も

に
、
日

本
側

に
も

ベ
ト

ナ
ム
法

の
知
識

が
蓄
積

さ
れ
て

き
て
お

り
、
日

本
か

ら
の

支
援

に
お
け

る
技
術
的

な

優
位
性
を
認

め
る
こ
と
が
で
き
る

。
今
次
の
中
間
レ
ビ

ュ
ー
調
査
時
に
お
い

て
も
、

M
O

J
よ
り

20
05

年
改

正
民
法
の
再
改
正
の

た
め
の
支
援
要

請
を
受
け
た

が
、

20
05

年
改
正
に
お
い
て

協
力
し
て
き
た
日
本

に
対
す
る
大
き

な
期
待
と
信
頼
の
表

れ
と
い
え
る
。

 
な

お
、

第
Ⅲ

フ
ェ

ー
ズ

の
終

了
時

評
価

で
は

、
法

案
起

草
支

援
分

野
で

は
、

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト
（

C
/P
）

内
に

お
い

て
、

日
本

側
が

提
案

す
る

考
え

方
の

一
部

に
関

し
て

そ
の

受
入

れ
に
慎

重
に
な

っ
て
い

る
側

面
が

指
摘

さ
れ
、

こ
の
点

に
つ
い

て
、
一

国
の
根

幹
に
か

か
わ
る

制
度

改
革

に
お

い
て
、

当
該
国
が
多

く
の

他
国

ド
ナ

ー
か

ら
多

様
な
考

え
方
や

立
法
技

術
な

ど
を

吸
収

、
消
化

し
、
最

も
自
国

に
適
し

た
考

え
方

を
採

用
し
て

自
国
に

合
致
し

た
制
度

を
つ
く
り
上

げ
た

い
と

志
向

す
る

態
度

が
評

価
さ

れ
て

い
た

。
今

回
の

中
間

レ
ビ

ュ
ー

調
査

に
お

い
て

も
、

ベ
ト

ナ
ム

側
の

民
法

再
改

正
に

関
す

る
先

方
の

支
援

要
請

な

ど
、

ベ
ト

ナ
ム

に
ふ

さ
わ

し
い

法
令

の
取

捨
選
択

を
行

い
た

い
と

い
う
姿

勢
は

随
所

に
感

じ
ら

れ
た

。
ベ
ト

ナ
ム

側
の

オ
ー

ナ
ー

シ
ッ

プ
を

前
提

に
、

日
本

の

技
術
的
優
位

性
が
発
揮
さ
れ
て
い

る
と
考
え
る

。
 

2.
有
効
性

 

中
央
の

司
法
機

関
及

び
統

一
弁

護
士
連

合
会

が
現
場

で
の

実
務
経

験
か

ら
得

ら
れ
た

教
訓

や
、
新

し
く

成
立
し

た
法

律
あ

る
い
は

起
草

さ
れ
た

法
案

に
基
づ

き
、

よ
り

適
切
な

指
導

及
び

支
援

を
行

う
。

（
C

en
tra

l 
ju

di
ci

al
 

au
th

or
iti

es
 

an
d 

th
e 

un
ifi

ed
 

ce
nt

ra
l 

la
w

ye
rs
’

 
or

ga
ni

za
tio

n 
pr

ov
id

e 
m

or
e 

ap
pr

op
ria

te
 g

ui
da

nc
e 

an
d 

su
pp

or
t 

ba
se

d 
on

 le
ss

on
s 

dr
aw

n 
fro

m
 lo

ca
l p

ra
ct

ic
es

 a
nd

 
ne

w
ly

 p
ro

m
ul

ga
te

d/
dr

af
te

d 
la

w
s.）

 

SP
C

、
SP

P
、

JI
C

A
 E

xp
er

ts
 

質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
今
次
中
間

レ
ビ
ュ
ー
調

査
で
は

左
の

2
指
標

の
と
お

り
評
価
指
標
を
変
更

し
た
。

 
中
央
の
司

法
機
関
及
び
弁
護
士

連
合
会
が
現
場
で
の

実
務
経
験
か
ら
得
ら

れ
た
教
訓
を

Q
&

A
集
、
マ
ニ
ュ

ア
ル
や
法
律
、
法
案

に
反
映
し
、
そ
の
指

導
、

支
援
体
制
を

改
善
す
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
る

。
こ
れ

ま
で
に

Q
&

A
集

、
マ
ニ
ュ
ア
ル
、
起

草
支
援
を
通
じ
て
実

施
さ
れ
て
き
て
お
り

、
こ
れ
ま
で
見
て

き

た
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
1～

3
の

達
成

状
況
と

今
後
の

達
成
見

込
み
と

の
関
係

に
お
い

て
、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
目
標

達
成

の
見
込

み
は
高

い
と
考

え
ら
れ

る
。

ま
た
弁

護
士
連
合
会
は

20
09

年
5
月

12
日
に
設

立
さ
れ
、

20
09

年
は
組
織

体
制
の
整
備
を
中
心

に
活
動

が
行
わ
れ
る

予
定
で
あ
る
が
、
今

後
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事

務

所
と
協
議
し

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

枠
組
み
の

な
か
で
具

体
的
な
支
援
活
動
の

内
容
に
つ
い
て
協
議
が

さ
れ
る
予
定
で
あ

る
。

 

目
標

の
達

成
の

見
込

み

は
あ
る
か
？

 

国
家
司

法
学

院
の
卒

業
生

並
び

に
在
校

生
が

実
務
に

関
す
る

諸
問

題
に

よ
り

多
く
の

知
識

を
身
に
つ
け
る
。
（

G
ra

du
at

es
/S

tu
de

nt
s 

of
 

JA
 o

bt
ai

n 
m

or
e 

kn
ow

le
dg

e 
on

 p
ra

ct
ic

al
 

is
su

es
.）

 

SP
C

、
SP

P
、

JI
C

A
 E

xp
er

ts
 

質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
JA

の
教
官
が
今
後
コ

ン
ポ
ー
ネ
ン
ト

1
と

2
に

関
連
す
る

活
動
に
積
極
的
に
参

加
し
、
そ
の
参
加
を

通
じ
て
得
ら
れ
た
教

訓
を

JA
の
ト
レ
ー
ニ
ン

グ
に
反

映
し

て
い

く
こ

と
が

期
待

さ
れ

て
い

る
。

JA
で

は
前

フ
ェ

ー
ズ

で
作

成
し

た
教

科
書

（
①

民
法
、

②
民

事
訴

訟
法

、
③

民
事

事
件

解
決

技
能

、
④

刑
事

事
件

解
決

技
能
）

の
う
ち

、
残

さ
れ
た

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

期
間

内
で

③
民

事
事
件

解
決
技

能
と
④

刑
事
事

件
解
決

技
能
の

改
訂
を

予
定
し

て
い
る

。
改
訂
に

あ
た
り

、

コ
ン
ポ
ー
ネ

ン
ト

1
と

2
の
活
動

へ
の
参
加
に
よ
っ
て

得
ら
れ
た
経
験
、
教
訓
を
教
科
書

や
教
育
に
反
映
す
る

予
定
で

あ
る
。

 

貢
献
要
因
は
何
か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

  
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
ア
ウ
ト
プ

ッ
ト

1～
4（

特
に

1～
3）

の
達
成

と
そ
の
相
乗
効
果
。
協
力
機
関
間

の
協
調
関
係
。

 

2-
1 

目
標

達
成

予
測

 

目
標

の
達

成
の

貢
献

要

因
・

阻
害

要
因

は
あ

る

か
？

 
阻

害
要
因
は
何
か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

  
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
今
次
調
査
で

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の
達
成
の
阻
害
要

因
と
し
て

2
要
因
に
つ
い

て
検
討
し
、
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト
か
ら
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
目
標
に
至
る

外
部
条
件
と

し
て

新
た

に
設

定
し

た
。

す
な

わ
ち

、
①

立
法

計
画

に
変

更
が

な
い

、
②

JA
が

継
続

的
に

法
曹

の
養

成
機

関
で

あ
り

続
け

る
、

の
2

条
件

で
あ

る
。

前
者

は
、

国
会

の
立

法
計

画
に

変
更
が

生
じ
、

各
法
案

の
今

後
の

起
草

ス
ケ
ジ

ュ
ー
ル

に
変
更

が
生
じ

た
場
合

を
想
定

し
て
い

る
が

、
こ

の
外

部
条
件

の
充
足
い
か

ん
に

よ
り

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
目

標
の

達
成

は
影
響

を
受
け

る
と

考
え

ら
れ

た
。
ま

た
後

者
に

つ
い

て
は

、
JA

側
は

今
後

と
も

裁
判

官
、

検
察

官
、

弁
護

士
、

執
行
官
、
公

証
人
そ
の
他
の
法
律

家
の
養
成
機
関
で
あ

る
こ
と
に
変

わ
り
は
な
い
と
し
て

い
る
が
、

SP
P
で
は

検
察
官
教
育
を

SP
P
で
実
施
し

、
SP

C
も
裁
判

官
教

育
を

自
前

で
実

施
す

る
計

画
を

有
し

て
い
る

こ
と
に

か
ん

が
み

て
、

JA
が
す

べ
て
の

法
律
家

の
養

成
機

関
で

な
く

と
も
、

継
続

的
に

法
曹

教
育

機
関

と

し
て
位
置
づ

け
ら
れ
る
こ
と
を
条

件
と
し
て
設
定
し
て

い
る
。

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
ご
と
の
貢
献
度

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

  
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
目
標
の
達
成
は
、
ア
ウ
ト
プ

ッ
ト

1
と
ア
ウ
ト

プ
ッ
ト

2
の
貢

献
が
大
き
い
と
見
ら

れ
て
い
る
が
、
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
の
貢

献
も
認
め
ら

れ
、
ま
た
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト

4
も
長

期
的
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
、
上
位
目
標

の
持
続
性
と

い
う
観
点
か
ら
貢
献

す
る
と
考
え
ら
れ
る

。
 

 

2-
2 

因
果

関
係

 
成

果
は

目
標

達
成

に
十

分
か
？

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
成
果

以
外

に
目

標
達
成

に
影

響
を
与
え
て
い
る
要
因
は
何
か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
 
上
記
阻
害

要
因
と
同
様
に
、

2
つ
の
外
部
条
件
が

挙
げ
ら
れ
る
。
ま
た

協
力
機
関
間
の
協
調

関
係
が
確
立
さ
れ
な
い
場
合
も
、

影
響
を
与
え
る
と
考

え
る
。

 

－71－ 



 
4

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

3.
効
率
性

 

3-
1 

 
実
 

績
 

実
績
の
検
証

 
投

入
は

計
画

ど
お

り
か

（
計

画
値

と
の

比

較
）
？

 
専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ

 
 

ワ
ー

キ
ン

グ
セ
ッ

シ
ョ
ン

（
33

回
）

、
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
・

現
地

セ
ミ

ナ
ー

（
51

回
）
、

各
種
サ

ー
ベ
イ

活
動
（

国
家
賠

償
法
、
不

動
産

登
記
法

・
担

保

取
引

登
録

法
、

民
事

訴
訟

法
・

刑
事

訴
訟

法
、

行
政

訴
訟

法
関

連
の

サ
ー

ベ
イ

）
、

裁
判

傍
聴

、
専

門
家

に
よ

る
コ

メ
ン

ト
（

起
草

支
援

、
マ

ニ
ュ

ア
ル

関

係
）
、
ト
レ

ー
ニ
ン
グ
コ
ー
ス
（

3
回
）
、
本
邦
研
修

（
4
回
）
、

JI
C

A
-N

et
を
活
用
し
た
国
内

－
現
地
合
同
作
業

部
会
（

23
回
）
が

実
施
さ
れ
て
い
る
。
当

初
計

画
は

、
弾

力
的

な
可

能
な
よ

う
に

大
枠

が
設

定
さ

れ
て

い
る

と
考

え
ら

れ
る

が
、

こ
れ

ま
で

の
イ

ン
プ

ッ
ト

は
当

初
想

定
さ

れ
て

い
た

と
お

り
長

期
専

門

家
（
法
曹
三

者
と
業
務
調

整
員
の

4
人

）
の
派
遣
、
短

期
専
門
家

（
2
人
）
の
派
遣
、

資
機
材
の
供
与
、
現
地
業
務
費
（
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
、
マ
ニ
ュ

ア
ル
作

成
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

事
務

所
維
持

費
）
な

ど
で

あ
り
、

短
期

専
門

家
に
つ

い
て
は

幾
分
少

な
い
と

思
わ
れ

る
も
の

の
お
お

む
ね

計
画

と
現

場
で
の
ニ

ー
ズ
に

沿

っ
て
実
施
さ

れ
て
い
る
と
考
え
ら

れ
る
。

 

実
施
の
体
制

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
体
制

（
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
、

JI
C

A
本

部
と

在
外

事
務

所

と
の
連

携
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
内

の
コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
）

 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
そ
れ
ぞ
れ

の
活
動
は
、
カ
ウ
ン

タ
ー
パ
ー
ト
（

C
/P
）
機
関
、

JI
C

A
専
門
家
、
そ
し
て
日
本
国
内

の
協
力
機
関
（
特
に

法
務
総
合
研
究
所
）

、
JI

C
A
本
部
と

ベ
ト

ナ
ム

事
務

所
の

強
い

イ
ニ
シ

ア
テ
ィ

ブ
で
運

営
、

管
理

さ
れ

て
お
り

、
国
内

の
作
業
部

会
と

の
連
携

を
含
め

て
、
長

期
専
門

家
が
ハ

ブ
と
な

っ
て
こ
れ

を

調
整

し
、

円
滑

な
意

思
疎

通
を
と

り
つ
つ

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

が
着
実

に
進
捗

し
て
い

る
。
た

だ
、
ベ

ト
ナ
ム

側
の
各

協
力
機
関

の
連

携
は
必

ず
し
も
よ
い

と
は

い
え

ず
、

各
機

関
が

そ
れ
ぞ

れ
の
コ

ン
ポ
ー

ネ
ン
ト

を
独
立

で
行
い

、
互
い

の
活
動
経

験
を

共
有
す

る
場
は

十
分
と

は
い
え
な

い
状

況
に
な

る
。
こ
れ
ま

で
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
年

次
活
動

計
画
の

採
択
や

全
体
的

な
進
捗

の
レ
ビ

ュ
ー
、

年
次
活

動
計
画

の
達
成

状
況
な

ど
の
協

議
の

た
め

に
設

置
さ
れ

る
合
同
調
整

委
員
会
（

Jo
in

t 
C

oo
rd

in
at

in
g 

C
om

m
itt

ee
：

JC
C
）
も
開
催

さ
れ
て
こ
な
か
っ
た

。
今
後
、
各

C
/P

機
関
が
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
全
体
計
画

の
な
か

で
そ
れ
ぞ
れ

の
活

動
計

画
を

位
置

づ
け

、
ベ
ト

ナ
ム
側

か
ら
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
全

体
に
対

す
る
オ

ー
ナ
ー

シ
ッ
プ

を
発
揮

し
、
相

互
調
整

を
行

う
た

め
の

措
置
を

と
る
こ
と
が

重
要
と
考
え

ら
れ
る
。

 

活
動

か
ら

ア
ウ

ト
プ

ッ

ト
に

至
る

外
部

条
件

は
、

現
時

点
で

も
適

応

可
能
か
？

 

PD
M

 V
er

 1
.0

に
て
設
定
さ

れ
て
い
た
活
動
か
ら

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
に
至

る
外
部
条
件
は
、
「

M
O

J、
SP

P、
SP

C
、

そ
の
他
の
関

連
機
関
の
間
に

効
果
的
な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
調

整
が

確
保

さ
れ

る
」

と
い

う
内

容
で

あ
っ

た
が

、
こ

れ
は

協
力

機
関

が
コ

ン
ト

ロ
ー

ル
で

き
る

内
部

条
件

と
考

え
ら

れ
た

こ
と

か

ら
、
今
次
調

査
で

こ
れ
を
外
部
条

件
か
ら
除
外

し
た
。

 

外
部

条
件

の
影

響
は

あ

っ
た
の
か
？

 

M
O

J、
SP

P、
SP

C
、

そ
の

他
の

関
係

機
関

と
の
間

で
効
率

的
な

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー
シ

ョ
ン

と
調
整

の
確
保

の
た

め
に

ど
の

よ
う
な

メ
カ

ニ
ズ
ム

が
存
在

し
て

い
る

の
か
？

 
そ

の
メ

カ
ニ
ズ
ム
は
機
能
し
て

い
る
の
か
？

 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

 

ワ
ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
へ

は
積

極
的

な
参
加

が
見

ら
れ

る
か

、
ま

た
W

G
参

加
者

の
う

ち
、

中
央
機
関
の
幹
部
の
参

加
は
ど
の
程
度
か
？

日
本
国

内
作

業
部
会

か
ら

の
フ

ィ
ー
ド

バ
ッ

ク
の
方
法
な
ど

 

専
門
家

 
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
実

績
表

 
バ
ク
ミ
ン

省
の

ワ
ー

キ
ン
グ

グ
ル

ー
プ
（

W
G
）
に
は

SP
C
、

SP
P

の
幹

部
が

メ
ン
バ

ー
に

入
っ

て
い
る
。

こ
れ

は
、

バ
ク

ミ
ン

省
で
得
ら

れ
た

知
見
な
ど

を
中

央
に

蓄
積

し
、

中
央

か
ら
他

の
地
方

へ
の
そ

れ
ら

の
知
見

等
を

含
め

た
法
律

情
報
等

の
普
及

体
制
の

確
立
あ

る
い
は

将
来

的
な

訴
訟

法
改

正
に

こ
れ
ら

知

見
な
ど
を
生

か
す
た
め
で
あ
る
。

研
究
会
活
動
は
民
法

改
正
共
同
研
究
会
並

び
に
裁
判
実
務
改
善

研
究
会
が
組
成
さ
れ

、
JI

C
A

-N
et

を
通
じ
て
現
地
専

門
家
を

含
め
た
活
動

が
展
開
さ
れ

て
い
る
。

20
07

年
度
、

20
08

年
度
の

2
年

間
で
ほ
ぼ

2
カ
月
に

1
度
の

頻
度
で
各
研

究
会
が
開
催

さ
れ
て
い
る
。

 

ワ
ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
な

ど
を

通
じ

た
技
術

移
転

の
方
法
は
適
切
か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P
、

JA
、

関
係

者
の
認
識

 

質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

技
術

移
転

の
方

法
に

問

題
は
な
か
っ

た
か
？

 

法
案
、

テ
キ
ス

ト
な

ど
の

策
定

過
程
で

、
日

本
側
の

コ
メ
ン

ト
、

提
供

参
考

資
料
は

ど
の

よ
う
に
利
用
、
反
映
さ
れ
て
い
る
か

？
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P
、

JA
、

関
係

者
の
認
識

 

質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ
プ

、
ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
・

マ
ニ
ュ

ア
ル
な
ど

へ
の

コ
メ
ン

ト
（
以

前
の
フ

ェ
ー

ズ
の

よ
う

に
逐
条

方
式
で

は
な
い

が
、
き

め
細

か
な

対
応

が

行
わ

れ
て

い
る

）
、

資
料

の
提
出

な
ど
が

行
わ
れ

て
い

る
。

こ
れ

に
対
す

る
各
協

力
機
関

の
評
価

は
お
お

む
ね
高

い
。
例

え
ば

、
法

概
念

に
関
す

る
理
解
の
深

ま
り

（
例

え
ば

、
民

事
経

済
法

局
で

は
国

家
賠

償
法

に
お

け
る

国
家

賠
償

責
任

の
性

格
な

ど
）

、
具

体
的

条
文

へ
の

反
映

（
例

え
ば

、
民

事
判

決
執

行
局

で

は
、

効
率

的
な

判
決

執
行

を
保
障

す
る
た

め
の
諸

原
則

）
、

研
修

ハ
ン
ド

ブ
ッ
ク

へ
の
助
言

に
よ

り
、
ハ

ン
ド
ブ

ッ
ク
が

合
理

的
な

構
成

と
内
容

を
有
す
る
こ

と
に

な
っ

た
こ

と
（

JA
）

、
Q
＆

A
集

作
成

協
力
に

よ
り

分
か

り
や

す
く

な
っ

た
こ

と
（

SP
C
）

、
本

邦
研
修

の
実

施
に

よ
り

日
本

の
判

例
に

関
す

る
知

識
が

深
ま

り
ベ

ト
ナ

ム
の
判

例
発

展
に

お
け

る
方

向
性

を
確

認
し

た
こ

と
（

SP
C
）

、
バ

ク
ニ

ン
省

で
の

活
動
を

通
じ

て
犯
罪

学
な

ど
に

関
す

る
知

識
が

広
が

っ
た

こ
と
（

SP
P）

が
挙

げ
ら
れ
て
い
る
。

 

3-
2 

実
施

の
プ

ロ
セ

ス
 

ベ
ト

ナ
ム

側
協

力
機

関

の
オ

ー
ナ

ー
シ

ッ
プ

は

あ
る
の
か
？

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
関
係

部
局

の
職

員
、
幹

部
の

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
に
対

す
る

認
識

、
主
体

性
、

参
加
度
に
つ
い
て
の
評

価
 

専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
前
述
の
と

お
り
、
第

3
フ
ェ
ー
ズ
の

終
了
時
評
価
で
は
、

法
案
起
草
支
援
分
野

で
は
、

C
/P

内
に
お
い
て

、
日
本
側
が
提
案
す
る
考
え
方
の
一

部
に
関
し
て

そ
の

受
入

れ
に

慎
重

に
な

っ
て
い

る
側
面

が
指
摘
さ

れ
、

こ
の

点
に

つ
い

て
、
一

国
の
根

幹
に
か

か
わ
る

制
度
改

革
に
お

い
て
、
当

該
国

が
多
く

の
他
国
ド

ナ

ー
か

ら
多

様
な

考
え

方
や

立
法
技

術
な
ど

を
吸
収

、
消

化
し

、
最

も
自
国

に
適
し

た
考
え

方
を
採

用
し
て

自
国
に

合
致
し

た
制

度
を

つ
く

り
上
げ

た
い
と
志

向

す
る

態
度

が
評

価
さ

れ
て

い
た
。

今
回
の

中
間
レ

ビ
ュ

ー
調

査
に

お
い
て

も
、
ベ

ト
ナ
ム

側
の
民

法
再
改

正
に
関

す
る
先

方
の

支
援

要
請

な
ど
、

ベ
ト
ナ
ム
に

ふ
さ
わ
し
い

法
令
の
取
捨

選
択
を

行
い
た
い
と
い
う
姿

勢
は
随
所
に
感
じ
ら

れ
た
。
た
だ

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

運
営
に
関
し
て
は
、

JC
C

が
開

催
さ
れ
な
い

な

ど
、
ベ
ト
ナ

ム
側
の
オ
ー
ナ
ー
シ

ッ
プ
が
発
揮
さ
れ
て

い
な
い
局
面
も
見
ら

れ
た
。

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

1
の
産
出
状
況
に
つ

い
て

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
事
前
評
価

時
に
設
定
し

た
指
標

（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

1
に
対

応
す

る
評
価
指
標
並
び
に

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
に
対
応
す
る
評

価
指
標
の
一
部
）

に
つ
い

て
現
段

階
に
お
け

る
進
捗
状
況
を
確
認

し
た
と
こ
ろ
、

SP
C
、

SP
P、

バ
ク

ニ
ン
省
裁
判

所
、

検
察
院
で
も
高
い
評

価
を
得
て
い
る

。
 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

2
の
産
出
状
況
に
つ

い
て

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
事
前
評
価

時
に
設
定
し
た
指
標

に
つ
い
て
現
段
階
に
お
け
る
進
捗

状
況
を
確
認
し
た
と

こ
ろ
、

SP
C
、

SP
P
に
て

高
い
評
価
を
得
て

い
る
。

 
・
専
門
家
の

支
援
を
得
て

、
Q

&
A

集
、
判
決

書
マ
ニ
ュ
ア

ル
、
検
察
官
マ

ニ
ュ
ア
ル

の
作
成
が
行
わ

れ
て
き
て
い
る
。

Q
&

A
集
に
つ
い
て
は
そ
の
作
成
と
活

用
に
係
る

コ
メ
ン
ト
を

受
け
、

分
か
り
や
す
く
な
っ

た
と
し
て
い
る
。

 

 

3-
3 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
達

成
度

 

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

の
産

出

状
況
は
適
切
か
？

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

3
の
産
出
状
況
に
つ

い
て

 
専
門
家
、

M
O

J 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
・
支
援
を
行

っ
て
き
た
民
事
判
決

執
行
法
が
成

立
し
、
ま
た
国
家
賠

償
法
も

20
09

年
5
月
の
成

立
が
予
定

さ
れ
て
い
た
。
こ
れ

ら
の
起
草
作
業
に
併

せ
て
、

ワ
ー
キ
ン

グ
セ
ッ
シ
ョ
ン
、
ワ

ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
本
邦
研
修
、
サ

ー
ベ
イ
（

R
IA

調
査
な
ど

）
が
実
施
さ
れ
、
日

本
側
の
イ
ン
プ

ッ
ト
が
活
用
さ
れ
て

き
て

い
る
。

 

－72－ 



 
5

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

・
不
動
産
登

記
法
、
担
保
取
引
登

録
法
、
民
・
刑
事
訴

訟
法
、
行
政

訴
訟
法
に
つ
い
て
も

運
用
状
況
調
査
や

R
IA

調
査
が
実
施
さ

れ
、
ワ
ー
キ
ン
グ
セ

ッ
シ
ョ

ン
や
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
が
開
催

さ
れ
て
き
て
い
る
。

 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト

4
の
産
出
状
況
に
つ

い
て

 
専

門
家

、
M

O
J、

JA
 

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
・

専
門

家
に

よ
る

編
集
グ

ル
ー

プ
を

対
象

と
し

た
執

行
官

マ
ニ
ュ

ア
ル
等

の
ワ

ー
キ

ン
グ

セ
ッ
シ

ョ
ン

が
も

た
れ

て
き

た
が

、
中

間
レ

ビ
ュ

ー
段

階
で

は
、

民

事
執

行
官

マ
ニ
ュ

ア
ル
や

研
修
ハ

ン
ド
ブ

ッ
ク
が

作
成
さ

れ
て
き

て
い
る

。
執
行

官
マ
ニ

ュ
ア

ル
に

つ
い

て
は
、

専
門
家

に
よ
り

、
専

門
用

語
の

明
確
化
、

法
律
で

ま
だ

規
定

さ
れ
て

い
な
い

諸
内
容

に
関
す

る
ア
ド
バ

イ
ス

を
受
け

、
マ
ニ

ュ
ア
ル

に
反

映
さ

れ
て

い
る
。

研
修
ハ

ン
ド
ブ

ッ
ク

に
つ

い
て

は
要
綱
の

ド
ラ
フ
ト

、
構
成
に
対
す
る
ア

ド
バ
イ
ス
や

専
門
用
語
が
明
確
化

さ
れ
て
い
る

。
 

専
門
家

派
遣

人
数
、

専
門

分
野

、
派
遣

時
期

は
適
切
か
？

 
活

動
実

績
表

、
報

告
書

、
専

門
家

、

M
O

J
、

SP
C

、
SP

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

・
中
間
レ
ビ

ュ
ー
調
査
時

（
20

09
年

5
月
）
ま
で
に
、

延
べ

7
人
の
長
期
専

門
家
（
チ
ー
フ
ア
ド

バ
イ
ザ
ー

1
人
、
裁
判

官
支
援

2
人
、
弁
護

士
支
援

2
人
、

業
務
調
整

2
人
）
と

2
人
の
短
期
専

門
家
〔
国
家
賠
償
法

1
人
、
判
例
（
運
営
指

導
調
査
団
）

1
人
〕
が

派
遣
さ
れ
て
い
た
。

事
業
事
前
評
価
表
で

は
、
短

期
専

門
家

と
し
て

、
裁
判

実
務
向

上
、
民

事
訴
訟

法
改

正
、

行
政

訴
訟

法
起

草
、

国
家
賠

償
法
、

戸
籍
法
、

判
決

執
行
法

、
法
曹

養
成
の

派
遣

が
挙

げ
ら
れ

て
い

る
が

、
実
際

に
は
、

起
草
ス

ケ
ジ
ュ

ー
ル
な

ど
ベ
ト
ナ

ム
側

の
必

要
性

に
応
じ

た
対

応
が

行
わ

れ
て

い
る
と

考
え
ら

れ
る
。

今
後

予
定

さ
れ

て
い
る
短

期
専
門
家

と
し
て
は
、
①
裁
判

実
務
向
上
（

SP
C
関

係
）
、
②
弁
護
士
会

関
係
、
③
立
法
支
援

（
M

O
J関

係
）

、
④
刑
事
訴
訟
法
改

正
（

SP
P
関
係
）
で
あ

る
が
、
今

後
も

現
地
で
の
必
要

性
に
応
じ
た
対
応
が

行
わ
れ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
期
間
に
お
け
る

専
門
家
の
交

代
に
関
し
て
は
、
ベ

ト
ナ
ム
側

C
/P

よ
り
実
施

期
間
の
途
中

で
交
代
す
る
の

で
は
な
く
、
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
実
施

期
間

に
お

い
て
継
続

的
な

配
置
が

望
ま
し

い
旨
の

指
摘
を

受
け
た

。
ま

た
、

専
門

家
の
交

代
に

あ
た

り
一

部
重
複

期
間
が

設
け
ら

れ
て

い
な

い
こ

と
も
指
摘

で
き

る
が
、

C
/P

機
関
の

質
問

票
回

答
に

よ
れ
ば

、
専
門

分
野
、

派
遣

の
タ

イ
ミ

ン
グ
、

派
遣
期

間
な
ど
を

勘
案

す
る
と

、
専
門

家
は
お

お
む
ね
適

切
に

派

遣
、

配
置

さ
れ
て

い
る
と

考
え
ら

れ
る
。

チ
ー
フ

ア
ド
バ
イ

ザ
ー

の
リ
ー

ダ
ー
シ

ッ
プ
の

下
で
円

滑
な
全
体

調
整

が
行
わ

れ
て
い

る
と
と

も
に

、
現

地
事

情

に
詳
し
い

調
整
員
が
配
置
さ
れ

て
い
る
。

 

供
与
機

材
の

種
類
、

量
、

設
置

時
期
は

適
切

か
？

 
活

動
実

績
表

、
報

告
書

、
専

門
家

、

M
O

J
、

SP
C

、
SP

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

こ
れ
ま
で

の
（

20
07

年
4
月

～
20

09
年

5
月
）

の
供
与
機
材
総
額
は

82
万
円
で
あ

り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
に
予
定
さ

れ
た

す
べ
て
の
資
機
材
が

既
に
供

与
さ

れ
て

い
る

。
こ

れ
ら

の
供
与

機
材
は

、
適
切

な
維

持
管

理
の

下
で
良

好
に
稼

働
し
、

セ
ミ
ナ

ー
、
ワ

ー
ク
シ

ョ
ッ
プ

な
ど

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

活
動
に
貢
献

し
て
い
る
。

た
だ
、
ベ
ト

ナ
ム
側
の

C
/P

機
関

か
ら
は

量
的
な
限
定
、
手
続
き
に
起
因
す

る
設
置
時
期
の
遅
れ

に
つ
い

て
指
摘
さ
れ
て
い
る

。
 

研
修
員

受
入

人
数
、

分
野

、
研

修
内
容

、
研

修
期
間
、
受
入
時
期
は
適
切
か
？

 
研

修
員

受
入

実
績

表
、

受
入

機
関

報

告
書

（
評

価
報

告

書
）

、
専

門
家

、

M
O

J
、

SP
C

、
SP

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

こ
れ
ま
で

の
2
年
間
に

46
人
の

C
/P
、
関
係

機
関
職
員

が
日
本
で
研
修
を
受

け
た
。
研
修
内
容
は
、
各
研
修
生

の
専
門
性
を
考
慮
し

て
、
法
務
省
法
務
総

合
研
究
所
（

東
京
並
び
に
大
阪
）

に
て
、
①
国
家
賠
償

法
起
草
〔
研
修
期
間
：

20
07

年
11

月
20

日
～

20
07

年
11

月
29

日
（

10
日
間
）
〕
、

②
犯
罪
学
研

究
〔
研
修
期

間
：

20
08

年
6
月

24
日
～

20
08

年
7
月

4
日
（

11
日
間
）
）
、
③

裁
判
実
務
の
改
善
及

び
判
例
情
報
等
の
提

供
の
た
め
の
方
策
（

研
修
期

間
：

20
08

年
8
月

18
日
～

20
08

年
8
月

29
日
（

12
日
間
）

〕
、
④
刑

事
訴
訟
法
〔
研
修
期

間
：

20
09

年
3
月

9
日

～
20

09
年

3
月

19
日
（

11
日
間
）

〕

の
4
回
に
わ
た
り

行
わ
れ
て
い
る
。

1
回
の
研

修
は
い
ず
れ
も
、
研
修
期
間

2
週
間
弱
、
参
加
者

10
名
程

度
に
絞
ら
れ
て

い
る
。
テ
ー

マ
別
に
、
地
方
・
中

央
機

関
双

方
か

ら
実

務
経

験
の
あ

る
中
堅

ク
ラ
ス

（
平
均

年
齢

47
歳

）
が

参
加
し

て
い
る

。
本

邦
研

修
に

対
し
て

は
研
修

生
か
ら

高
い
評

価
が

得
ら

れ
て

い

る
。

研
修

に
先

立
ち

事
前

に
ベ

ト
ナ

ム
側

の
ニ

ー
ズ

が
確

認
さ

れ
、

国
内

の
法

務
総

合
研

究
所

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
事

務
所

の
間

で
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
、

講
義

内

容
、

見
学

先
、

日
程

な
ど

が
決
め

ら
れ
て

お
り
、

現
地
活

動
と

連
続

性
の

あ
る
有

機
的
な

連
携
が

確
保

さ
れ

て
い

る
。
特

に
国

家
賠

償
法

の
起
草

支
援
に
あ
た

っ
て

は
、

20
07

年
7

月
か

ら
民

事
経

済
法

局
の
起

草
グ
ル

ー
プ
を

対
象

と
し

た
複

数
の
ワ

ー
キ
ン

グ
セ
ッ

シ
ョ
ン

、
短

期
専

門
家

に
よ
る

現
地
セ

ミ
ナ
ー

の

の
ち
、
本
邦

研
修
（

M
O

J
民
事

経
済
法
局
か
ら
局
長
を
含
む

4
人
が
参
加
）
が
実

施
さ
れ
、
さ
ら

に
そ
の
後
も

R
IA

調
査

な
ど

の
サ
ー
べ
イ
関

連
活
動
を
扱

っ
た
ワ
ー
キ

ン
グ
セ
ッ
シ
ョ
ン
が
開
催
さ
れ
て

い
る
。

 

カ
ウ
ン

タ
ー

パ
ー
ト

の
人

数
、

配
置
状

況
、

能
力
は
適
切
か

？
 

各
機
関
別

C
/P

配

置
実

績
表

、
専

門

家
、

M
O

J
、

SP
C
、

SP
P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
C

/P
は

合
計

64
人

で
あ
る
が
、
こ
の
う

ち
行
政
訴
訟
法

並
び

に
刑
事
訴
訟
法
の
起

草
グ
ル
ー
プ
（
起
草

G
）
の

C
/P

は
中

間
レ
ビ

ュ
ー
調
査

段
階
で

は
グ
ル

ー
プ

が
立

ち
上

が
っ

た
ば

か
り
で

あ
り
、

C
/P

と
し

て
ま

だ
特

定
で

き
な

か
っ
た

た
め
、

本
事
業

の
協

力
機

関
出

身
の
職

員
数
を

計
上
し

て
い
る

。
し

た
が

っ

て
実
際
の

C
/P

数
は
、

64
人
を
下
回
る
こ
と

に
な
る
。

SP
C
（

7
人
）
、
バ
ク

ニ
ン
省
級
人
民
裁
判

所
（

7
人
）
、

SP
P（

3
人
）

、
バ

ク
ニ
ン
省
級
人

民
検
察

院
（

8
人

）
、

JA
（

5
人
）
、

M
O

J
民
法
起
草
グ
ル

ー
プ
（

6
人
）
は

C
/P

で
あ
る
と
と
も
に

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
（

W
G
）
の
メ
ン
バ
ー
で

あ
る
。
専
門

分
野
ご
と
に

十
分
な
人
員
が
確
保

さ
れ
て
い
る
と
考
え

ら
れ
る
。

 

3-
4 

因
果

関
係

 
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
産

出
の

た
め

に
十

分
な

活
動

が

あ
っ

た
の

か
？

 
達

成

さ
れ

た
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト

か
ら

見
て

、
投

入
の

質
、

量
、

タ
イ

ミ
ン

グ

は
適
切
か
？

 

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
予
算
は
適
正
規
模
か

？
 

コ
ス

ト
負

担
実

績

表
、

専
門

家
、

M
O

J
、

SP
C

、
SP

P 

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 

・
第
Ⅲ
フ
ェ

ー
ズ
の
終
了
時
評
価

報
告
書
に
よ
る
と
、

20
03

年
7
月

1
日

～
20

06
年

6
月

30
日

（
延
長
前
）
の

3
年
間
の
イ
ン
プ
ッ
ト

は
、
日
本
側
が

長
期

専
門
家
延
べ

7
人

（
12

8M
/M

）
、
短
期
専
門
家

延
べ

29
人
（

7.
4M

/M
）
、
機
材

供
与

（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
な
ど
）

0.
07

6
億

円
、

現
地
業
務
費

0.
48

億
円
、

本
邦
研
修

5
回
（
期
間
は

0.
5
カ

月
～

1
カ
月

/回
、
参
加
者

数
は
合
計

56
人
）
、

国
内
で
は
各
種
共
同

研
究
会
、
関
係
機
関
に
よ
る
支
援
体

制
が
構
築
さ

れ
て
い
る
。

協
力
金
額
は

3.
2
億

円
（

20
06

年
4
月
に
実
施
さ

れ
た

終
了
時
評
価
時
の
実

績
）
で
あ
っ
た
。
一

方
、
ベ
ト
ナ
ム
側
の

イ
ン
プ
ッ
ト
は

C
/P
、

施
設
・
事

務
室
、
運
営
経
費
、

そ
の
他
（
マ

ニ
ュ
ア
ル
、
教
科
書

作
成
費

2
万

6,
92

0U
S$

）
で
あ
っ
た
。

 
・
今
次
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の

予
定
（

20
09

年
5
月

の
中
間
レ
ビ
ュ

ー
調
査
時
）

で
は
、

20
07

年
4
月

1
日
～

20
09

年
3
月

31
日
の

2
年
間
の

イ
ン

プ
ッ
ト

は
、
長
期

専
門
家
延
べ

5
人
（

97
M

/M
）
、

短
期

専
門
家
延
べ

2
人
（

0.
7M

/M
）

、
機
材
供

与
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
な
ど
）

0.
00

8
億
円
、

現
地
業
務
費

0.
58

億
円
（
う

ち
ワ
ー
キ
ン
グ
セ
ッ

シ
ョ
ン
、
ワ
ー
ク
シ

ョ
ッ
プ
、
セ

ミ
ナ
ー
開
催
費
は

0.
3
億
円
）
、
中
間
レ
ビ
ュ
ー
調
査
に

先
立
つ

2
年
間
の
本
邦
研
修

4
回
（
期
間
は

0.
5
カ
月

/回
、
参

加
者
数
は
合
計

46
人
）
、
国

内
で
は
各
種
共
同
研

究
会
、
関
係
機

関
に
よ
る

支
援
体
制
が
構

築
さ
れ
て
い
る

。
協

力
金
額

は
3.

9
億
円
（
事

前
評
価
時
に
見
積
も

ら
れ
た
向
こ
う

4
年
間
の
計
画

額
で
あ
り
、
第

3
フ
ェ
ー
ズ
と
比
較
す
る

と
実
施
期
間
は

1
年
長
い

）
で
あ
っ
た
。

一
方
ベ
ト

ナ
ム
側
の
イ

ン
プ
ッ
ト
は

C
/P
、
施
設

・
事

務
室
、
運
営
経
費
、

そ
の
他
（
マ
ニ
ュ
ア

ル
、
教
科
書
作

成
費
の
金
額
は
不
明

）
で
あ
っ
た
。

 
・

民
法
を

中
心

と
し

た
民

商
事
分

野
の
立

法
支
援
と

法
曹

強
化

を
行

っ
た

フ
ェ
ー

ズ
Ⅲ
と
は

ス
コ

ー
プ
が

異
な
り

、
単
純

比
較
は
で

き
な

い
が
、

効
率
的
な
実

施
が
評
価

さ
れ
て

い
る
前

フ
ェ
ー

ズ
と
ほ

ぼ
同
様

な
規
模

（
た
だ

し
、
短

期
専
門

家
に
つ

い
て

は
こ

れ
ま

で
の
イ

ン
プ
ッ

ト
は
過

少
と
判

断
さ

れ
た

前
フ

ェ

ー
ズ
よ
り

も
更
に
低
い
と
考
え

ら
れ
る
）
で
実
施
さ

れ
て
き
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
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6

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

カ
ウ
ン

タ
ー

パ
ー
ト

の
能

力
向

上
は
貢

献
し

て
い
る
か
？

 
専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
長
期
専
門

家
に
よ
れ
ば
、

C
/P

の
異
動
は
ま
れ
で
あ
り

、
ノ
ウ
ハ
ウ
が
蓄
積

さ
れ
る
と
と
も
に
、

企
画
能
力
の
点
で
も

向
上
が
見
ら
れ
る
。

 

ア
ウ
ト

プ
ッ

ト
は
総

投
入

コ
ス

ト
に
見

合
っ

た
も
の
か
？

 
過

去
の

類
似

案
件

資
料
、
専

門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
効
率
的
な

実
施
が
評
価

さ
れ
た

前
フ
ェ
ー
ズ
と
ほ
ぼ

同
様
な
規
模
で
実
施

さ
れ
て
い
る
が
、
現

段
階
で
の
判
断
は
難
し
い
。

 

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
目
標

の
達

成
度

は
、
投

入
コ

ス
ト
に
見
合
っ
た
も
の

か
？

 
過

去
の

類
似

案
件

資
料
、
専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
効
率
的
な

実
施
が
評
価
さ
れ
た

前
フ
ェ
ー
ズ
と
ほ
ぼ

同
様
な
規
模
で
実
施
さ
れ
て
い
る

が
、
現
段
階
で
の
判

断
は
難
し
い
。

 

3-
5 

コ
ス

ト
 

類
似

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と

比
較

し
て

、
妥

当
な

コ

ス
ト
か
？

 

1
回
の

研
修
実

施
に

係
る
ユ

ニ
ッ
ト
コ

ス
ト

は
妥
当
か
？

 
専

門
家

、
類

似
案

件
の
評
価
報
告
書

資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
こ
れ
ま
で

の
2
年
間
で

ワ
ー
キ
ン
グ
セ
ッ
シ

ョ
ン
は

9,
84

0U
S$

、
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
・
セ
ミ
ナ

ー
は

22
万

4,
64

3U
S$

の
開
催

費
を
要
し
て
い
る
。
ワ
ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

・
セ

ミ
ナ

ー
は

2
日

以
上

開
催

さ
れ

た
ケ

ー
ス

も
あ

る
た

め
、

延
べ

日
数

で
判

断
す

る
と

、
ワ

ー
キ

ン
グ

セ
ッ

シ
ョ

ン
（

延
べ

日
数

33
日

）
は

30
0U

S$
/日

、
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
・
セ
ミ

ナ
ー
（
延
べ
日
数

88
日
）
は

2,
55

0U
S$

/日
の

経
費
を

要
し
て
い
る
。

M
an

-d
ay

ベ
ー

ス
で
算
出
す
る

と
、
ワ
ー
キ

ン
グ
セ
ッ
シ

ョ
ン
（
延
べ
参
加
者

数
55

9
人

日
）
は

17
.6

U
S$

/人
日
、

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
・

セ
ミ
ナ
ー
（
延
べ
参

加
者
数

44
92

人
日
）
は

50
U

S$
/人

日
の
経

費
を
要
し
て

い
る
。
ハ
ノ
イ
市
内

の
ホ
テ
ル
で

は
60

人
程
度
が

参
加
す
る
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
・
セ
ミ

ナ
ー
の
会
場
費
が
半

日
で

2,
00

0U
S$

程
度
（

20
09

年
5

月
ソ
フ
ィ
テ

ル
プ
ラ
ザ
ハ
ノ
イ
の

実
績
）
を
要
し
て
い

る
こ
と
を
考
え
る
と
、
適
切
な
レ

ベ
ル
で
運
営
さ
れ
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る

。
 

3-
6 

効
率

性
の

阻
害

要
因

 

投
入

の
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト

へ
の

効
率

的
な

転
換

の

障
害

と
な

っ
た

要
因

は

あ
る
の
か
？

 

適
切
に

運
用

、
活
用

さ
れ

て
い

な
い
活

動
が

あ
れ
ば
、
そ
の
原
因
と

対
応
策
は
何
か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
こ
れ
ま
で

協
力
機
関
間
で
の
合

同
ワ
ー
ク
シ
ョ
プ
な

ど
の
共
同
活
動
の
共

催
は
行
わ
れ
て
お
ら

ず
、
ま
た

JC
C
も
開
催
さ
れ
て

い
な
い
。
こ
の
背
景
に
は
協

力
機

関
間

の
調
整

の
難
し

さ
が

あ
る

。
た

だ
し
、

当
該

協
力

機
関

が
、
他

の
機
関

主
催
の
ワ

ー
ク

シ
ョ
ッ
プ

に
参

加
す
る

と
い
う

形
で

の
活

動
経

験
の
共

有

は
行
わ
れ

て
き
て
お
り
、
中
間

レ
ビ
ュ
ー
調
査
時
の

JI
C

A
側
指
摘

を
踏
ま
え
て
、

今
後

JC
C

の
開
催
、

共
同
開
催
あ
る
い
は
他
の
機
関
が
主

催
す
る
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ

プ
へ
の
参
加
に
よ
り

相
互
理
解
の
場
が
増

え
て
い
く
も
の
と
期

待
さ
れ
る
。

 
・

JA
は
こ
れ
ま
で

コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト

1、
2
に
対

応
す
る
活
動
に

参
加
し
て
い
な
い
が

、
今
後
は
関
連
す
る

テ
ー
マ
を
扱
う
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
な
ど
へ

の
積
極

的
な
参
加

が
期
待
さ
れ

る
。

 
・
判
決
書
マ

ニ
ュ
ア
ル
は

SP
C

の
承
認
が

下
り

ず
、
セ
ミ
ナ
ー
な
ど

の
開
催
が
行
わ
れ
て

い
な
か
っ
た
が
、

20
09

年
5
月
中
間

レ
ビ
ュ
ー
調

査
時
に
、

SP
C

の
承
認
が

下
り
る
と
の
情
報
を

得
て
お
り
、
今
後
同

マ
ニ
ュ
ア
ル
を
活
用
し
た
活
動
が

推
進
さ
れ
る
と
考
え

ら
れ
る
。

 
・

弁
護
士

と
の

活
動

も
統

一
弁
護

士
連
合

会
の
設

立
が
遅

れ
て

い
た

こ
と

か
ら
実

施
さ
れ

て
い
な

か
っ
た

が
、

20
09

年
5
月

に
設

立
さ
れ

、
プ
ロ

ジ
ェ
ク

ト

事
務
所
と

の
間
で
残
さ
れ
た
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
内

で
の
支
援
活
動
の
範
囲
に
つ
い
て

協
議
さ
れ
る
予
定
で

あ
る
。

 

4.
イ
ン
パ
ク
ト
（
予
測
）

 

上
位

目
標

の
達

成
の

見

込
み

 
投

入
、

ア
ウ
ト

プ
ッ

ト
の

実
績

、
活
動

の
状

況
に
照

ら
し
て

、
上

位
目

標
は

、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
の

効
果

と
し
て

発
現

が
見

込
ま
れ

る
か

（
事
後
評
価
で
効
果
の

検
証
が
可
能
か
？
）

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
上

位
目
標

は
、
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
完

了
後
比

較
的
短

期
間
で

ベ
ト
ナ

ム
全

土
に

わ
た

り
そ
の

効
果

が
広

が
る

こ
と
を

予
定
し

て
お
り

、
上

位
目

標
の

達
成
は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

の
達
成

に
加

え
て
、

48
号
決

議
、

49
号

決
議

の
判
決

、
執
行

に
係
る

改
革

計
画

の
実

施
、
特

に
全
国

レ
ベ
ル

で
現

場
で

の
人

材
育
成
や

能
力
開
発
が

実
施
さ
れ
る
こ
と
を

前
提
に
見
込
む
必
要

が
あ
る
。
事
後
評
価

で
効
果
の
検
証
を
よ

り
可
能
と
す
べ
く
、

指
標
を
変
更

し
た
。

 

上
位

目
標

に
関

連
す

る

指
標

 
 

関
係
者

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
今
回
上
位

目
標
に
関
す
る
指
標

を
ベ
ト
ナ
ム
側
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所

と
の
協
議
に
基
づ
き

変
更
し
た
。

 

 
 

上
位
目

標
の

達
成
に

よ
り

ベ
ト

ナ
ム
国

の
社

会
経
済

開
発

計
画
へ

の
イ

ン
パ

ク
ト
は

見
込

め
る
か
？

 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
資
料
レ
ビ
ュ
ー

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
支
援
す
る
ベ
ト
ナ
ム
の
法
・
司
法
制
度
の
改
革
は
、
裁
判
所
を
中
心
と
す
る
司
法
機
関
及
び
司
法
関
連
機
関
の
各
組
織
の
法
運
用
体
制
の
改

善
並
び
に
法
曹
三
者
を
は
じ
め
司
法
手
続
に
関
係
す
る
実
務
家
の
専
門
能
力
や
知
識
、
能
力
の
向
上
を
図
り
、
民
主
主
義
的
な
法
の
支
配
に
か
な
っ
た
、
公
正
、
透

明
か
つ
効
率
的
な
司
法
制
度
の
確
立
を
め
ざ
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
ベ
ト
ナ
ム
の
社
会
、
経
済
の
基
盤
整
備
に
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト
は
大
き
い
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
、
司
法
機
関
を
中
心
と
し
た
紛
争
解
決
が
充
実
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
を
前
提
と
し
た
政
策
、
立
法
、
制
度
構
築
が
行
わ
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

 

 
 

上
位

目
標

の
達

成
を

阻
害

す
る

要
因

は
何

か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
第

48
号
決
議
、
第

49
号
決
議

が
実
施
さ
れ
な
い
こ

と
。

 
・

関
係
機

関
が

実
務

へ
の

フ
ィ
ー

ド
バ
ッ

ク
を
念

頭
に

、
実

務
経

験
を
踏

ま
え
て

近
代
的

な
法
律

学
の
確

立
と
維

持
を
図

る
た

め
に

、
他

の
政
府

関
連
機
関
や

法
律

実
務

家
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
協

力
機
関

と
の
間

で
、
そ
し

て
他

の
政
府

関
連
機

関
や
法

律
実

務
家

同
士

の
間
で

調
整
や

協
力
が

行
わ

れ
な

い
こ

と
が
挙
げ

ら
れ
る
（

外
部
条
件
と
し
て
設
定
し
て
い
る

）
。

 

4-
1 

上
位

目
標

の
達

成
予

測
 

 
 

上
位

目
標

の
達

成
に

貢
献

す
る

要
因

は
何

か
？

 
M

O
J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
第

48
号
決
議

、
第

49
号
決
議

、
特
に
裁
判
実
務
、

執
行
に
関
す
る
人
材

育
成
、
能
力
向
上
面

で
の
政
策
的
、
財
政

的
な
イ
ン
プ
ッ
ト
の

増
加

 

4-
2 

因
果

関
係

 
上

位
目

標
と

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

目
標

は
乖

離
し

て

い
な
い
か
？

 

 
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
の

上
位
目

標
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
完

了
後

比
較
的

短
期

間
で

ベ
ト

ナ
ム
全

土
に

わ
た

り
そ

の
効
果

が
広
が

る
こ
と

を
予
定

し
て

い
る

が
、

上

位
目
標
の
達

成
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
目
標
の
達
成
に
加

え
て
、
第

48
号
決

議
、

第
49

号
決
議
の

判
決
、
執
行
に

係
る
改
革
計
画

の
実
施
を
前
提
に
見

込
む
必

要
が

あ
る

。
実

施
機

関
は

上
位
目

標
の
達

成
に
意

欲
を

示
し

て
お

り
、
こ

の
意
欲

を
後
押

し
す
る

こ
と
が

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

効
果

を
高

め
る

う
え
で

よ
り
重
要

と

考
え
ら
れ
た

こ
と
か
ら
、
上
位
目

標
に
つ
い
て

は
当
初

ど
お
り
の
目
標
を
維

持
し
、
変
更
は
加
え
て
い
な
い
。

 

 

4-
3 

波
及

効
果

 
上

位
目

標
以

外
の

正
負

の
イ

ン
パ

ク
ト

は
生

じ

た
か
？

 

 
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
質

問
票
へ

の
回
答

で
は
、

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

目
標
の

達
成

に
よ

っ
て

裁
判
所

に
対
す

る
国
民

の
信
頼

が
高
ま
る

と
期

待
さ
れ

て
い
る

。
ま
た

訴
訟

活
動

に
携

わ

る
機

関
、

職
員

へ
の

信
頼

も
増
加

し
、
訴

訟
活
動

は
透

明
性

と
効

率
性
を

高
め
る

と
考
え
ら

れ
る

。
ま
た

、
ベ
ト

ナ
ム
に

て
市

場
経

済
、

そ
し
て

世
界
各
国
並

び
に
近
隣
諸

国
と
調
和
し
た
法
体

制
が
整
備
さ

れ
る
こ
と
が
指
摘
さ

れ
て
い
る
。

 
負
の
影
響

に
つ
い
て
は
、
今
回

の
調
査
で
は
特
定
で

き
な
か
っ
た
。
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7

評
価
設
問

 
5
項

目
 

そ
の
他

 
大

項
目

 
小
項
目

 
情
報
源

 
デ
ー
タ
収
集

 
方
法

 
評
価
結

果
 

ジ
ェ

ン
ダ

ー
、

民
族

、

社
会

階
層

に
よ

り
異

な

っ
た

影
響

が
生

じ
て

い

る
か
？

 

 
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
市

場
経
済

化
の
推
進

が
、

ジ
ェ
ン

ダ
ー
、

民
族
、

社
会

階
層

に
よ

り
異

な
っ

た
影

響
を
及

ぼ
す

可
能

性
が

あ
る
が

、
本
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

と
の

関
係

で
ど
の
よ

う
な
影
響
を

及
ぼ
す
の
か
は
今
後

検
討
が
必
要
と
考
え

ら
れ
る
。

 

5.
自
立
発
展
性

 

5-
1 

政
策

・
制

度
面

 

中
央

司
法

機
関

及
び

統

一
弁

護
士

連
合

会
に

よ

る
、

地
方

組
織

に
対

す

る
指

導
、

助
言

及
び

支

援
は

、
協

力
終

了
後

も

継
続
す
る
か
？

 

 
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
中

央
司
法

機
関
や

設
立
さ

れ
た
ば

か
り
の
弁

護
士

連
合
会

は
、
そ

の
地

方
組

織
の

裁
判
、

執
行

実
務

を
継

続
的
に

支
援
す

る
体
制

を
整

備
し

て
い

く
必
要
が

あ
る
。
今
次

の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で

Q
&

A
集
の
作
成
な
ど
を
通
じ
て

、
現
場
で
の
実
務
上

の
問
題
の
吸
い

上
げ
と
そ
の
分
析
を

踏
ま
え
た
中
央
か
ら

の
指

導
、

支
援

体
制

を
整

備
し

て
い

く
こ

と
に

な
る

。
第

48
号

決
議

（
20

10
年

ま
で

の
法

制
度

開
発

戦
略

及
び

20
20

年
ま

で
の

同
開

発
指

針
）

、
第

49
号

決
議

（
20

20
年
ま
で
の

司
法
改
革
戦
略
）
で

示
さ
れ
た
法
・
司
法

制
度
改
革
の

方
向
性
は
現
在
も
一

貫
し
て
ベ
ト
ナ
ム
政

府
、

SP
P、

SP
C

の
改
革
の

指
針
と
な
っ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

政
策

的
、
制

度
的
な

持
続
性

は
あ
る

と
考
え

ら
れ
る

。
今
後

、
司
法
制

度
改

革
の
枠

組
み
の

な
か
で

、
法

規
範

文
書

の
改
正

ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
が
変
更
に

な
る
こ
と
も
あ
る
と

考
え
ら
れ
る
が
、
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
変
更
は
、
便
益
の

持
続
性
に
影
響
を
与

え
る
と
考
え
ら
れ
る

。
 

5-
2 

組
織

財
政

面
 

協
力

終
了

後
も

効
果

を

上
げ

て
い

く
た

め
の

活

動
を

実
施

す
る

に
足

る

組
織

能
力

・
財

政
面

で

の
能

力
は

あ
る

か
（

人

材
配

置
、

意
思

決
定

プ

ロ
セ
ス
な
ど
）

 

 
 

M
O

J、
専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
こ

れ
ま
で

は
ド
ナ
ー

の
支

援
を
受

け
つ
つ

改
革
を

進
め
て
き

て
お

り
、
財

政
的
な

面
で
の

懸
念
は

残
る
。
中

央
機

関
や
統

一
弁
護

士
連
合

会
に

よ
る

調
査

、

セ
ミ

ナ
ー

、
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ
、

ト
レ
ー

ニ
ン
グ
な

ど
が

可
能

と
な

る
た

め
の
財

政
的
な
措

置
が

と
ら
れ

る
こ
と

は
、
今

後
と

も
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

便
益
の
持
続

性
と
拡
大
に

影
響
を
与
え
る
要
因
と
考
え
ら
れ

る
。

 

 

5-
3 

技
術

面
 

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
用

い

ら
れ

る
技

術
移

転
の

手

法
は

受
容

さ
れ

つ
つ

あ

る
か

（
技

術
レ

ベ
ル

、

社
会

的
・

慣
習

的
要

因

な
ど
）

 

 
 

M
O

J
、

SP
C

、

SP
P、

専
門
家

 
質
問
票
調
査

 
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

 
・
 専

門
家

に
よ

る
と
、

C
/P

の
異

動
は

少
な

く
、
当

該
部

署
に

長
期

間
に

わ
た

っ
て

勤
務

し
ノ

ウ
ハ

ウ
も

蓄
積

さ
れ

て
き

て
い

る
こ
と

か
ら

、
企
画

能
力
は

備

わ
っ

て
き

て
い

る
。

今
後

法
令

も
改

正
さ

れ
、

そ
れ

に
あ

わ
せ

て
マ
ニ

ュ
ア

ル
の

改
訂

も
必

要
に

な
っ

て
く

る
と

思
わ

れ
る

が
、

C
/P

に
は

法
令

の
改

正
と

併
行
し
て
マ
ニ
ュ
ア

ル
の
改
訂
を
行
う
と

い
う
発
想
が
出
て
き

て
お
り
、
今
後

時
宜
を
得
た
対
応
が

行
わ
れ
る
も
の
と
考

え
ら
れ
る
。

 
・
 第

Ⅲ
フ

ェ
ー

ズ
の

終
了

時
評
価

で
は

、
法

案
起
草

支
援
分

野
で
は

、
C

/P
内

に
お

い
て

、
日

本
側

が
提

案
す

る
考

え
方

の
一

部
に

関
し
て

そ
の
受

入
れ

に
慎

重
に

な
っ

て
い

る
側

面
が

指
摘

さ
れ

、
こ

の
点

に
つ

い
て

、
一
国

の
根

幹
に

か
か

わ
る

制
度

改
革
に

お
い

て
、

当
該

国
が

多
く

の
他
国

ド
ナ

ー
か

ら
多

様
な

考
え

方
や

立
法

技
術

な
ど

を
吸

収
、

消
化

し
、

最
も

自
国

に
適

し
た
考

え
方

を
採

用
し

て
自

国
に

合
致

し
た

制
度

を
つ

く
り

上
げ

た
い

と
志

向
す

る
態

度
が

評
価

さ
れ

て
い

た
。

今
回

の
中

間
レ
ビ

ュ
ー

調
査

に
お

い
て

も
、
ベ

ト
ナ

ム
側

の
民

法
再

改
正

に
関

す
る
先

方
の

支
援

要
請

な
ど

、
ベ

ト
ナ

ム
に

ふ
さ

わ
し

い
法
令
の
取
捨
選
択

を
行
い
た
い
と
い
う
姿
勢
は
随
所
に

感
じ
ら
れ
た
。

 
・
 質

問
票

の
回

答
で

も
、

海
外
の

専
門

家
に

よ
る
支

援
は
、

ベ
ト
ナ

ム
専

門
家
に
対

す
る

活
動

支
援

に
寄

与
す
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